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１　岡山市建築行政資料

（１）岡山市の概要

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

691,955 692,882 694,344 695,756 696,379

9,674 9,041 9,099 9,554 10,349

701,629 701,923 703,443 705,310 706,728

299,686 308,035 311,173 314,719 318,188

2.34 2.28 2.26 2.24 2.22

789.96 k㎡ (H26.10.1変更)

◎都市計画区域面積 586.01 k㎡

◎都市計画区域外面積 203.95 k㎡

◎防火・準防火地域等 586.01 k㎡

◎用途地域 104.13 k㎡

◎その他地域地区面積 9.1 k㎡

流通業務地区 1.59 k㎡

駐車場整備地区 3.96 k㎡

高度利用地区 0.08 k㎡

風致地区 2.04 k㎡

臨港地区 1.44 k㎡

工業地域 3.84 k㎡ 3.69%

工業専用地域 1.90 k㎡ 1.82%

商業地域 5.92 k㎡ 5.69%

準工業地域 17.82 k㎡ 17.11%

準住居地域 － －

近隣商業地域 6.26 k㎡ 6.01%

第１種住居地域 27.13 k㎡ 26.05%

第２種住居地域 6.56 k㎡ 6.30%

第１種中高層住居専用地域 12.69 k㎡ 12.19%

第２種中高層住居専用地域 5.25 k㎡ 5.04%

第１種低層住居専用地域 16.76 k㎡ 16.10%

第２種低層住居専用地域 － －

準防火地域 10.70 k㎡ 1.83%

第22条指定区域 573.85 k㎡ 97.92%

17.73%

市街化調整区域 482.11 k㎡ 82.27%

防火地域 1.46 k㎡ 0.25%

総    人    口

世    帯    数

１世帯当たり人口

○行政区域面積

市街化区域 103.90 k㎡

　明治22年の市政施行により誕生した岡山市は、近畿と九州を結ぶ東西軸と日本海と太平洋をつな
ぐ南北軸のクロスポイントに位置する地理的な優位性と先人のたゆまぬ努力の上に、時代の変遷の
中で一貫して地域の政治・経済・文化の中心地として発展を遂げ、平成２１年４月、全国で１８番
目の政令指定都市となりました。

○人口等の推移 （単位：人、世帯　各年３月末日現在）

住民基本台帳人口

外国人登録人口
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(２)建築行政沿革 

昭和25年

昭和42年

昭和43年

昭和44年

昭和45年

昭和46年

昭和47年

昭和48年

5月

4月

4月

12月

8月

9月

10月

10月

2月

7月

7月

7月

4月

10月

1月

1月

2月

3月

5月

6月

7月

9月

4月

3月

6月

24日

1日

5日

1日

31日

20日

1日

11日

18日

12日

15日

22日

1日

3日

1日

8日

19日

8日

1日

12日

7日

1日

26日

25日

建築基準法制定 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例制定 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例施行規則制定 

建築課に建築指導係設置 

建築主事設置について告示 

県建築課と事務引継について協議 

岡山市に建築主事を設置して特定行政庁として発足 

岡山市建築基準法施行細則制定 

岡山市建築関係聴聞規則制定 

岡山市建築審査会条例制定 

岡山市と西大寺市の合併(支所開所) 

確認申請受付窓口を支所内に設置 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例改正 

建築課に再開発係新設 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例施行規則改正 

建築指導係と再開発係により建築課から独立し建築指導課が発足 

岡山市建築協定条例制定 

岡山市建築審査会条例改正 

建築基準法改正（換気，排煙規定・定期報告制度改正，容積率，建築計画概要書を

添付図書に追加） 

建築基準法政令改正（ＲＣ造帯筋間隔見直し）  

岡山市へ一宮町､高松町､津高町を編入合併(各支所開所) 

確認申請受付窓口を各支所内に設置 

岡山市建築計画概要書の閲覧に関する規程制定 

岡山市へ吉備町､妹尾町､福田村を編入合併(各支所開所) 

確認申請受付窓口を各支所内に設置 

都市再開発課が発足(建築指導課再開発係が独立) 

岡山市へ上道町､興除村､足守町を編入合併(各支所開所) 

確認申請受付窓口を各支所内に設置 

岡山市建築基準法施行細則改正(手数料､定期報告､道路位置指定等) 

優秀建築物表彰制度制定 

新都市計画法に基づき市街化調整区域の公示 

建築指導課に指導係と審査係を設置 

岡山市建築協定条例改正 

岡山市建築基準法施行細則改正(全部改正) 
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昭和48年

昭和49年

昭和50年

昭和51年

昭和52年

昭和53年

昭和54年

昭和55年

昭和56年

9月

10月

3月

4月

9月

9月

5月

3月

4月

11月

11月

12月

4月

4月

7月

4月

6月

8月

3月

10月

4月

6月

8月

13日

15日

27日

1日

9日

10日

1日

5日

1日

1日

30日

24日

1日

6日

1日

1日

22日

31日

5日

1日

1日

1日

1日

岡山市建築協定条例改正 

岡山市建築協定条例施行規則改正 

都市計画決定により容積率制限の適用 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例改正 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例施行規則改正 

周辺地区及び自動車交通ふくそう地区の指定制定 

建築指導課に指導係､審査第1係､審査第2係､開発指導係設置 

住宅金融公庫から業務委託 

し尿浄化槽を設ける区域指定制定 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱制定 

岡山市へ藤田村を編入合併(支所開所) 

確認申請受付窓口を支所内に設置 

岡山市建築基準法施行細則改正(建築設備､エレベｰタｰ等) 

建築指導課に庶務係を設置 

建築基準法改正（日影規制） 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用申請手数料) 

岡山市建築協定条例改正(法改正によるもの) 

岡山市建築協定条例施行規則改正 

建築指導課に審査第3係(住金業務)を設置 

岡山市建築基準法施行細則改正(日影､許可申請手数料) 

住宅金融公庫業務委託料改定 

周辺地区及び自動車交通ふくそう地区の指定制定(住居表示変更など) 

岡山市手数料規則一部改正(優良住宅､優良宅地) 

建築確認申請手数料改定 

岡山市建築基準法施行細則改正(特殊建築物の指定､定期報告､確認申請書に添付す

る図面､様式の改正など) 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱改正 

エネルギーの使用の合理化に関する法律 

都市計画法に基づき市街化区域､市街化調整区域の変更(県告示719) ･･足守地区他

準防火地域の指定(東岡山地区､新岡山港周辺) 

建築確認申請手数料改定 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用承認･仮設建築物許可申請手数料) 

建築基準法政令改正（耐震規定） 

岡山市手数料規則一部改正(優良宅地造成認定) 

建築確認申請手数料改定 
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昭和56年

昭和57年

昭和58年

昭和59年

昭和61年

昭和62年

昭和63年

平成元年 

平成2年 

平成3年 

平成4年 

平成5年 

平成6年 

平成7年

9月

3月

4月

6月

1月

4月

7月

4月

1月

4月

11月

4月

4月

4月

4月

3月

2月

4月

6月

3月

4月

9月

10月

12月

8日

27日

1日

1日

17日

1日

1日

1日

1日

1日

16日

1日

1日

1日

1日

26日

15日

1日

25日

24日

1日

28日

1日

25日

周辺地区及び自動車交通ふくそう地区の指定制定(住居表示変更) 

岡山市自転車駐車場附置義務条例制定 

岡山市建築基準法施行細則改正(昇降機等定期検査報告書､様式の改正) 

岡山市手数料規則一部改正(優良住宅) 

岡山市自転車駐車場附置義務条例施行規則制定 

機構改革により西大寺支所へ建築主事を設置 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱一部改正 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用承認･仮設建築物許可申請手数料)  

建築確認申請手数料改定 

開発指導課が発足(建築指導課開発指導係が独立) 

都市計画法に基づき市街化区域･市街化調整区域の変更(用途地域の変更､ 

準防火地域の変更) 

岡山市建築基準法施行細則一部改正 

建築確認申請手数料改定 

岡山市建築基準法施行細則一部改正 

建築指導課指導係を指導第1係､指導第2係に分割 

建築確認申請の電算入力を開始 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用承認･仮設建築物許可申請手数料) 

建築確認申請手数料改定 

建築物における駐車施設の附置に関する条例改正(過料) 

建築基準法施行規則改正(確認申請書様式の変更) 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用承認･仮設建築物許可申請手数料) 

都市計画法及び建築基準法一部改正（用途地域の細分化，準耐火建築物の創設，

簡易な構造の建築物に関する建築規則の合理化） 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例改正 

建築確認申請手数料改定 

高齢者､身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律

(ハｰトビル法)施行 

建築確認支援システム導入 

建築物の耐震改修の促進に関する法律施行 
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平成8年 

平成9年 

平成10年

平成11年

平成12年

平成13年

平成14年

平成15年

4月

4月

7月

7月

4月

6月

9月

6月

5月

4月

6月

9月

9月

4月

6月

6月

4月

5月

5月

1月

2月

1日

16日

1日

3日

1日

13日

1日

12日

1日

1日

1日

1日

29日

1日

1日

27日

1日

1日

30日

1日

25日

中核市移行に伴いハｰトビル認定業務が岡山県から移譲 

都市計画法･建築基準法の改正に基づき用途地域の改正 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱の一部改正 

岡山市建築基準法施行細則改正(道路の位置の指定の廃止) 

岡山市建築協定条例及び同条例施行規則の改正(法改正によるもの) 

建築確認申請手数料改定 

建築基準法及び同法施行規則の改正施行 

都市計画法及び建築基準法の一部改正施行（共同住宅の容積率制限の合理化，

道路斜線制限の合理化） 

建築基準法一部改正（公布）（建築確認・検査の民間開放，建築基準の性能規定化等

体系の見直し他） 

建築基準法一部改正（１年目施行）（建築確認・検査の民間開放、中間検査、台帳整

備及び図書閲覧、連担建築物設計制度） 

（法第４３条ただし書許可、計画変更の運用開始） 

建築確認申請手数料改定 

完了検査申請手数料制定 

エネルギーの使用の合理化に関する法律の改正（届出制度） 

岡山市建築確認事務等手数料条例制定施行（機関委任事務から自治事務へ移行） 

建築基準法一部改正（２年目施行）（建築基準の性能規定化等体系の見直し他） 

指定確認検査機関：岡山県建築住宅センター㈱業務開始 

岡山市建築基準法施行条例制定施行・岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山県福祉のまちづくり条例施行 

建築企画調整室が課内室として発足 

吉備支所の建築確認申請受付等の業務を本庁に移管 

岡山市建築基準法施行条例改正施行 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市くらしやすい福祉のまちづくり条例施行 

（技術的基準については岡山県福祉のまちづくり条例を適用） 

上道支所の建築確認申請受付等の業務を西大寺支所に移管 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

建築物における駐車施設の附置に関する条例及び岡山市自転車駐車場附置義務条例

の事務を都市再開発課へ移管 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行 

岡山市建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則制定施行 

建築基準法一部改正施行（容積率制限等の迅速に緩和する制度導入，シックハウス

対策規制導入） 

岡山市建築基準法施行条例改正施行 
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平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

2月

4月

4月

７月

12月

3月

3月

4月

6月

3月

4月

4月

6月

10月

12月

1月

4月

6月

8月

4月

25日

1日

1日

１日

17日

22日

25日

1日

1日

23日

1日

14日

19日

1日

20日

22日

1日

20日

21日

1日

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築確認事務等手数料条例改正施行

審査係を３係体制から２係体制に、指導係を１係体制から２係体制に再編 

指定確認検査機関:日本ERI㈱岡山支店業務開始 

高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律

（ハートビル法）改正 

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正 

用途地域の指定のない区域の建築規制値の改正 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

福田支所の建築確認申請受付等の業務を本庁に移管 

ハウスプラス中国住宅保証㈱岡山支店開設、業務開始 

建築基準法一部改正施行 

景観法施行 

都市緑地法一部改正施行 

御津・灘崎町の合併に伴い、御津・灘崎支所で建築確認申請受付等の業務を開始 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

建築基準法施行令一部改正施行 

御津・灘崎以外の支所の建築確認申請受付等の業務を本庁に移管 

建築基準法改正施行（建築物に係る報告・検査制度の充実及び強化，既存不適格建

築物に関する規則の合理化，全体計画認定等、国等の建築物に対する定期点検の義

務付） 

岡山市建築基準法施行条例改正施行 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築確認事務等手数料条例改正施行

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正 

岡山市建築物耐震診断等事業費補助金交付要綱施行 

岡山市建築物耐震診断等事業費補助金交付要綱の一部改正 

建築基準法一部改正施行(建物等のアスベスト対策等) 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(通称：バリアフリー新法)

施行 

瀬戸・建部町合併 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

審査係及び指導係を２係体制から１係体制とし、構造審査係を新設 

建築基準法一部改正施行（構造計算適合判定制度の導入，確認審査期間の延長，図

書保存義務付け等） 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築確認事務等手数料条例改正施行 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市景観条例施行に伴い，街並み整備誘導指針を景観条例へ移行（都市計画課）
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平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

7月

11月

4月

5月

6月

11月

11月

4月

6月

7月

4月

5月

10月

4月

9月

12月

1日

28日

1日

27日

4日

 2日

27日

1日

1日

1日

1日

1日

1日

1日

20日

4日

岡山市木造住宅耐震改修事業費補助金交付要綱施行 

建築士法一部改正施行 

政令指定都市移行 

区制に伴い，確認業務を本庁に一本化 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築物耐震診断書事業費補助金交付要綱の一部改正 

建築士法一部改正施行 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行 

岡山市建築確認事務等手数料条例改正施行 

（岡山市建築関係事務手数料条例） 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則制定施行 

指定確認検査機関：西日本住宅評価センター岡山事務所業務開始 

建築基準法施行規則一部改正施行（様式変更） 

建築基準法施行規則一部改正施行（指定道路関係） 

岡山市建築関係事務手数料条例改正施行（確認手数料等の改正） 

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正施行（対象範囲の拡大） 

建築基準法施行規則一部改正施行（確認審査の迅速化・申請図書の簡素化関係） 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則改正施行 

岡山市アスベスト改修事業費補助金交付要綱改正施行 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築関係事務手数料条例改正施行（建築関係書類の写し及び位置指定道路図

面の写しの交付） 

岡山市建築関係事務手数料条例施行規則施行 

岡山市アスベスト改修事業費補助金交付要綱改正施行 

岡山市建築物耐震診断等事業補助金交付要綱改正施行 

岡山市木造住宅耐震改修事業補助金交付要綱改正施行 

指定確認検査機関：西日本住宅評価センター岡山支店に名称変更 

建築基準法施行令一部改正施行（構造基準等の合理化） 

建築基準法施行規則一部改正施行（建築確認・審査手続き等の合理化） 

建築基準法施行令一部改正施行（規制改革等の要請への対応） 

岡山市葬祭場の建築等に関する指導要綱制定 

岡山市建築物耐震診断等事業補助金交付要綱施行（旧要綱廃止） 

岡山市木造住宅耐震改修事業補助金交付要綱施行（旧要綱廃止） 

建築基準法施行令一部改正施行（延べ面積の算定方法・既存不適格建築物に係る規

制の合理化） 

建築基準法施行規則一部改正施行（容積率緩和による確認申請書の様式変更） 

都市の低炭素化の促進に関する法律施行

岡山市低炭素建築物新築等計画認定実施要綱制定施行
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平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

4月

11月

4月

7月

4月

6月

7月

4月

6月

6月

7月

1日

25日

1日

1日

１日

1日

8日

1日

1日

30日

1日

岡山市建築関係事務手数料条例改正施行（低炭素建築物新築等計画の認定審査事務）

建築物の耐震改修の促進に関する法律一部改正施行（建築物の耐震化の促進のため

の規制強化、建築物の耐震化の円滑な促進のための措置）

岡山市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則制定

建築基準法施行令一部改正施行（天井・エレベーター等の脱落防止措置）

岡山市建築物耐震診断等事業補助金交付要綱改正施行 

岡山市木造住宅耐震改修事業補助金交付要綱改正施行 

建築基準法施行令一部改正施行（エレベーターに係る容積率制限の合理化） 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱廃止 

岡山市中高層建築物に関する指導指針制定 

岡山市要緊急安全確認大規模建築物耐震改修等事業補助金交付要綱施行 

建築基準法一部改正施行（木造建築関連基準の見直し，構造計算適合性判定制度の

改正等） 

岡山市建築関係事務手数料条例改正施行（構造計算適合性判定手数料の廃止等） 

岡山市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則改正施行（添付図書に設計

住宅性能評価書の写しを追加） 

岡山市建築物耐震診断等事業補助金交付要綱改正施行 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律一部施行 

建築基準法施行令一部改正施行（小荷物専用昇降機（テーブルタイプ除く）を定期

報告及び確認申請の対象とする等） 

岡山市建築関係事務手数料条例改正施行(建築物エネルギー消費性能向上計画等の

認定審査事務) 

岡山市「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」に関する認定実施要綱

制定施行 



（３）― 建築確認関係業務の機構・職員数  ―

２３名

課長１　≪建築主事≫

主幹(再任用)1　・　副主幹(再任用)１

課長補佐2 ≪内　建築主事１≫

構造審査係 ２(建築２)　≪内　建築主事１≫

建築安全
推 進 係

５(建築 ５）

管理係
３(事務 ２
　 建築 １(嘱託))

住 宅 課 指導係 ５(建築４　機械１)

審査係 ３(建築３)

庭園都市推進課

道路計画課

道路港湾管理課

建築指導課

開発指導課

公共建築課

機構（Ｈ28）

都市整備局

都市企画総務課

都市計画課

交通政策課

市街地整備課
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Ｈ２８年度 建築指導課 事務分掌 

管理係

(1) 建築基準法に基づく確認申請等に関する台帳管理及び確認通知書の交付に関すること。

(2) 住宅金融支援機構業務に関する台帳管理，通知書等の交付及び業務連絡に関すること。

(3) 建築物の動態の調査及び報告に関すること。

(4) 確認済等各種証明業務に関すること。

(5) 建築計画概要書等の管理，閲覧及び写しの交付に関すること。

(6) 指定確認検査機関からの報告の受付に関すること。

(7) 建築確認管理システムの入力及び維持管理に関すること。

(8) その他収入金の徴収に関すること。

(9) 課内他係の主管に属しないこと。 

指導係

(1) 建築基準法に基づく許可，認定及び指定に関すること。

(2) 建築審査会に関すること。

(3) 建築基準法に基づく仮使用の認定(特定行政庁の行うものに限る。)並びに安全計画書の受

付及び審査に関すること。

(4) 指定確認検査機関の立ち入り検査及び指導に関すること。

(5) 美しいまちづくりに関すること。

(6) 建築基準法に基づく道路の位置の指定，変更及び廃止に関すること。

(7) 特殊建築物，昇降機等の定期検査及び報告に関すること。

(8) 定期報告，防災査察等に係る違反建築物の指導に関すること。

(9) エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく届出の受付，審査及び指導に関すること。

(10) 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく認定及び指導に関する

こと。 

(11) 福祉のまちづくり条例の届出の受付等に関すること。 

(12) 定期報告の閲覧に関すること。

(13) 既存不適格建築物に係る勧告及び命令に関すること。

(14) 災害等による危険建築物等の調査及び是正指導に関すること。

(15) アスベストの是正指導及び補助事業に関すること。

(16) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定及び承

認の受付，審査，指導及び改善命令に関すること。 

(17) 指定確認検査機関がなした建築確認，検査等の報告(許可部分に係るものに限る。)に関

すること。 

(18) 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の受付，審

査，指導及び改善命令に関すること。

(19) 建築物のエネルギーの消費性能の向上に関する法律に基づく届出、審査及び指導に関す

ること。 
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審査係

(1) 建築基準法に基づく確認申請等の受付，審査，検査及び検査済証の交付に関すること。

(2) 建築基準法上の道路の調査に関すること。

(3) 建築基準法に基づく仮使用の認定に関すること(建築主事の行うものに限る。)。

(4) 住宅金融支援機構業務に伴う現場検査に関すること。

(5) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく分別解体の届出の受理，審査，検

査，勧告，命令等に関すること。

(6) 建築確認管理システムの入力及び維持管理に関すること。

(7) 指定確認検査機関の支援に関すること。

(8) 老朽建築物の調査に関すること。

(9) 指定確認検査機関がなした建築確認、検査等の報告に関すること。

(10) 現場の中間検査に関すること。 

(11) 岡山市中高層建築物に関する指導指針に関すること。 

(12) 岡山市葬祭場の建築等に関する指導要綱に関すること。 

(13) 一般建築相談に関すること。 

構造審査係

(1) 建築確認申請等の構造審査に関すること。

(2) 市有建築物の構造に関する助言に関すること。

(3) 現場の中間検査に関すること。

(4) 指定確認検査機関がなした中間検査報告書に関すること。 

(5) 指定確認検査機関がなした建築確認，検査等の報告(構造部分に係るものに限る。)に関す

ること。 

(6) 被災建築物応急危険度判定に関すること。 

建築安全推進係  

(1) 建築基準法に基づく建築協定の普及等に関すること。

(2) 違反建築物の調査及び措置に関すること。

(3) 建築紛争及び建築行政訴訟に関すること。

(4) 住宅・建築物耐震診断及び耐震改修補助事業に関すること。

(5) 建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく指示，報告徴収，立入検査，指導及び助言

に関すること。

(6) 建築指導行政の調査及び企画に関すること。

(7) 老朽建築物の措置に関すること。

(8) 空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく特定空家等の措置及び指導に関すること。 

(9)  産業廃棄物処理施設等の意見照会に関すること。

(10)  一般建築相談に関すること。
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（５）建築指導課業務概要 

①  建築確認審査等 

  平成２７年度の特定行政庁岡山市の建築確認申請受付件数は、１１３件（うち計画通知６５件）で

あった。平成２６年度の１３６件（うち計画通知７８件）と比べると、若干減少している。 

 岡山市全体の建築確認申請件数は４，０７５件で、前年度の４，４００件より減少している。なお、

指定確認検査機関での申請は全体の９７．２％と、昨年度の９７．８％とほぼ同じであり、ここ数年

約９７％台で推移している。 

② 住宅金融支援機構（旧：住宅金融公庫）業務 

  昭和４９年度から住宅金融公庫の委託を受けて実施している。岡山市取扱い件数は年々減少し、岡

山市全体の１％にも満たない状態であったが、平成１９年４月に住宅金融公庫が住宅金融支援機構に

組織変更し、特定行政庁との間では災害時のみを対象とした融資審査業務委託契約を締結している。 

③ 建築許可

 平成２７度の建築許可申請件数は２１６件で、平成２６年度の２１２件と同程度の件数となってい

る。内容は、建築基準法第４３条第１項ただし書き許可（接道許可）が大部分を占め、ついで、法第

８５条第５項の許可（仮設許可）の順となっている。 

④ 建築審査会の運営 

 建築基準法第７８条の規定により、特定行政庁の諮問の審議、同意及び不服申し立ての審査請求に

対する裁決等のため、各専門分野の７人の委員によって組織運営されている。平成２７年度は、審査

会の開催は行っていない。平成２６年度は、審査会２回、２２５件の特例許可等の同意を行っている。 

⑤ 違反建築物等の是正指導 

  昭和５３年４月１日、「違反建築物取扱要領」を作成し、是正指導に取り組んでいる。最近の傾

向としては、建築物の中高層化、住民の権利意識の高揚等から、違反条項のない建築物に対しても近

隣住民からの相談・要望が目立っている。 

特に、老朽家屋対策についての要望が，近年増加傾向（平成２７年度１１２件，平成２６年度５５

件,平成２５年度４８件，平成２４年度６５件）であり、今後も増加してくると予想される。また、

空家等対策の推進に関する特別措置法が平成２６年１１月に公布され一層の対応が求められる。 

老朽家屋の維持管理については，所有者又は管理者の適切な管理が第一義的な責任を有することは

前提であるが、市町村にも空家等に関する対策の実施主体として位置づけられている。 

一方で老朽空家においては、長期の空家であったことにより所有者等を調査し指導を行っているも

のの所有者が特定できない場合や、所有者が特定できたとしても対応できないなどの場合などもあり

今後の課題の一つである。 

 平成２７年度の違反建築物取扱件数は５１件である。（平成２６年度５４件，平成２５年度４７件,

平成２４年度４７件）違反の内訳としては、確認申請手続きがされていないものや確認表示がないも

のが多数あった。 

今後も老朽家屋対策や違反建築物の是正には、執行体制を強化し、適切な行政指導と法に基づく執

行を厳正に行うとともに、市民に対するＰＲ等を積極的に行い、老朽家屋への対応や違反建築の防止

に努力する必要がある。 

⑥ 中高層建築物指導指針に基づく指導 

 「岡山市中高層建築物に関する指導指針」（住居系地域を対象）は近隣住民と建築主に任意のあゆ
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みよりを促す指針として、昭和４９年９月１０日に制定し行政指導を行っている。 

 平成２７年度は２７件で前年度等（平成２６年度４１件、平成２５年度３８件）に比べて約３割の

減少をしている。 

 昭和５２年１１月１日建築基準法の一部改正により「日影による中高層の建築物の高さの制限」の

規定が法制化（昭和５３年４月１日施行）されたが、本市においては、その後も近隣住民への事前説

明、協議等を促す行政指導を行っている。 

 なお、これまで「岡山市中高層建築物に関する指導要綱」に基づき行政指導を行っていましたが、

平成２７年４月１日より、上記指導要綱の内容を一部見直した「岡山市中高層建築物に関する指導指

針（平成２７年１月１９日制定、平成２７年４月１日施行）」に基づき、行政指導を行っている。 

⑦ 総合設計制度の適用 

 総合設計制度は、昭和４５年６月の建築基準法改正によって導入された。この制度は、敷地内に十

分な空地を有し、かつ、その敷地面積が一定規模以上である敷地で、市街地環境の向上に資する良好

な建築計画を有するものについて、高さの制限、容積率制限等の緩和が認められるもので、特定行政

庁の許可により適用される。 

 現在まで本市においてこの制度が適用された建築物は２１件を数えている。今後も、公開空地の有

効利用、都市景観の向上、緑化推進、身体障害者対策等を重点に指導し、積極的に制度の有効活用を

図ることとしている。 

 なお、平成１５年３月３１日付けで「岡山市総合設計許可取扱指針」を「岡山市総合設計制度運用

基準」として制定施行し、平成２０年４月１日に法改正に伴う一部改正を行い運用している。 

⑧ 定期報告制度の活用 

 特殊建築物（映画館・集会場・病院・旅館・マーケット等）の定期報告制度は、建築基準法第１２

条第１項の規定に基づき、昭和５４年４月１日から実施しており、定期検査を受け、その結果を報告

することを所有者（又は管理者）に義務づけている。 

 また、昇降機等（エレベーター・エスカレーター・遊戯施設）についても同法第１２条第３項によ

り昭和５４年４月１日から実施しており、特殊建築物と同様、所有者（又は管理者）に報告を義務付

けている。 

平成２７年度の報告率は、特殊建築物については７３．８％（平成２６年度６６．８％、平成２５

年度７５．５％）であり、昇降機等は９８．０％（平成２６年度９７．９％、平成２５年度９８．０

％）となっている。昇降機等の定期報告制度については、概ね定着していると考えられるが、特殊建

築物については所有者等の理解を得るよう、引続き啓発の必要がある。 

 また、平成２１年度から建築設備（非常用照明、機械排煙設備、換気設備）についての定期報告を

実施し、報告率は６９．６％（平成２６年度７５．９％、平成２５年度５９．５％）となっており、

引続き所有者の理解を得るよう啓発の必要がある。 

なお、所有者等には、定期報告の該当年度であることを通知し、提出されない場合は督促書を送付

して、安全な維持管理・是正等を指導している。 

⑨ 道路の位置の指定 

 道路の位置の指定は、平成２６年度は２９件、平成２７年度は２７件である。幅員に関しては４ｍ

幅員道路の延長と４ｍを超える幅員道路の延長との割合は、約5.1：4.9（平成２６年度約6.7：3.3）

である。また、宅地の区画面積については、１５０㎡以上の区画が全体の約７２％である。 

⑩ バリアフリーの促進 

 従来のハートビル法では、不特定多数の者が利用するデパート、ホテル、店舗、飲食店等の公共的
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性格を有する建築物を建築しようとする者は、出入口、廊下、階段、昇降機、便所等を、高齢者や身

体障害者が円滑に利用できるようにするための措置を講ずるよう努力義務が課せられていたが、平成

１５年４月１日より建築物の範囲を不特定でなくとも多数の者が利用する学校、事務所、共同住宅等

にも拡げられることとなった。さらに、延べ面積２０００㎡以上のデパート、ホテル、店舗、飲食店

等については、建築基準関係規定としてバリアフリー法で定める基準への適合が義務付けられた。こ

れらについて必要な指導、助言を行い、さらに建築物の計画の認定を行っている。なお、現在までに

病院、店舗等２７件のハートビル法認定、８件のバリアフリー法認定を行っている。 

また、平成１３年４月には岡山県福祉のまちづくり条例が施行され、さらに、平成１４年４月から

は、岡山市くらしやすい福祉のまちづくり条例が施行された。これらの条例に基づき届出・協議が必

要となり、高齢者や身体障害者が円滑に利用できるようバリアフリー法と合わせて指導や助言を行っ

ている。 

⑪ 建築協定、景観条例等による「まちづくり」の促進 

 集団としての美しく住みよい街づくりを推進するため、昭和４５年４月１日、岡山市建築協定条例

を制定した。一団の住宅地としての環境又は商店街としての利便を高度に維持増進するために、建築

物の規模、用途、階数、壁面後退、塀構造、色彩計画等に関して建築協定を締結するように誘導して

いる。 

 昭和４６年度から平成２年度までに２２箇所の建築協定住宅団地が生まれ、平成１７年度に出石小

学校跡地整備事業に伴う協定が締結され、これまで２３件の建築協定が締結された。 

 類似の制度である地区計画については、既に１６箇所の地区において都市計画決定しており、現在

数箇所の地区においても計画の策定が行われている。 

 また、市役所筋や文化的シンボルゾーン等においては、街並み整備の誘導指針を定め、建築物のセ

ットバックや緑化推進等による景観整備を誘導してきたが、平成２０年４月に施行された岡山市景観

条例に景観形成重点地区として引き継がれている。 

 このようなことから住民の「まちづくり」に対する意識は、かなり高まっているものと思われる。 

⑫ 岡山市景観まちづくり賞の選定 

 昭和４６年から実施していた「岡山市優秀建築物表彰制度」に代わり、平成８年度に創設した『岡

山市まちづくり賞』は、都市の美化、緑化、環境整備など都市景観の創出や地域の魅力あるまちづく

りに貢献していると認められる建造物等を表彰することにより、本市の都市並びに地域文化の水準を

高め、ゆとりと潤いのあるまちづくりに寄与することを目的としている。 

 平成２０年度に、街並み整備誘導指針の内容が景観条例に移行したことに伴って見直しを行ない、

内容の整理も行なったうえで、岡山市景観条例に基づく表彰制度として、「岡山市景観まちづくり賞」

に名称もあらためて平成２１年度から新たに実施した。 

 平成２７年度の応募件数は、「建築物部門」１６件、「街並み部門」２件の合計１８件の中から、

６件の作品が選定され表彰を行なった。 

 昭和４７年から平成２７年までに、２８１件の建築物などが受賞されている。この制度が市民の街

づくりへの参加の一つの契機となり、「美しい魅力あふれる街づくり」が市民の自らの手により、今

後とも積極的に推進されることが期待される。 

⑬ 耐震改修の促進 

 平成７年１月の阪神･淡路大震災の発生により、同年１０月に「建築物の耐震改修の促進に関する

法律」（法律第123号）が制定され、近年では、平成２３年３月に東日本大震災が発生し、また、南

海トラフ巨大地震発生の危険性が指摘されている中で、平成２５年１１月に同法が大幅に改正された。 



- 15 -

この改正により、旧耐震基準で建てられた店舗、病院、旅館等で不特定多数の者が利用する建築物

及び学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する建築物で、大規模なものの耐震診断が義務化され、ま

た、それ以外の建築物についても耐震診断・耐震改修の一層の推進に努めるよう努力義務が設けられ

るなど、建築物の耐震化に対し大幅に基準が強化された。 

そうしたことから、本市では、平成１４年度に古い基準で建てられた木造住宅の耐震診断費用の一

部を補助する制度を創設し、平成１８年度に全ての建築物に対して耐震診断費用の一部を補助するよ

う制度を拡充した。さらに平成２０年度より、木造住宅の耐震改修費用の一部を補助する制度を創設

した。その後、それぞれの補助制度の拡充のための見直しを随時行っており、地震に強いまちづくり

を実現していくための取り組みを進めている。 

また、平成２８年３月に改定した岡山市耐震改修促進計画において、既存建築物の耐震診断・耐震

改修の目標を設定するとともに、その必要性について普及・啓発に努める等、計画的かつ重点的な耐

震対策を推進することを目指しているが、その中で、地震発生時に通行を確保すべき道路を指定し、

この道路沿線の一定の条件に該当する建築物は耐震診断が義務化された。これを受け、平成２８年度

より義務化対象建築物への耐震診断補助制度を創設している。 

⑭ 指定確認検査機関の動向 

 平成１１年５月の法律改正により、指定確認検査機関が建築確認業務を行うことが出来るようにな

った。岡山県では平成１２年９月、岡山県建築住宅センター株式会社が岡山県知事の指定を受け、岡

山市に於いて業務を開始した。つづいて、日本ＥＲＩ株式会社が、平成１２年４月、国土交通大臣の

指定を受け業務を開始し、平成１５年４月には岡山支店を開設した。ハウスプラス中国住宅保証株式

会社も平成１６年４月、中国地方整備局長の指定を受けて岡山支店を開設し業務を開始した。平成

２１年１１月には株式会社西日本住宅評価センターが岡山事務所（平成２３年４月から岡山支店）を

開設して業務を開始した。 

その業務は、建築物及びこれに付属する工作物や昇降機の確認検査など確認検査業務全般にわたっ

て行われており、平成２７年度の業務実績は、確認済件数３，９４４件・検査済件数３，３５６件、

平成２６年度の業務実績は、確認済件数３，７５１件・検査済件数３，４５７件、平成２５年度の業

務実績は、確認済件数４，３０４件・検査済件数３，３７６件、平成２４年度は、確認済件数３，６

６７件・検査済件数３，０３１件、平成２３年度は確認済件数３，５３６件・検査済件数２，９１６

件となっており、岡山市全体の約９９％を占めるようになっている。 

 同一行政区域内における建築基準法の統一的運用や、敷地の二重使用の防止のため、今後も指定確

認検査機関との協議・連携が必要である。 

⑮ 建設リサイクル法に基づく指導等 

 平成１４年５月３０日に建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）が施

行され、一定規模以上の解体工事等について、技術基準に従って、コンクリート、アスファルト、木

材を分別し、再資源化することが義務付けられた。 

 建設リサイクル法の施行に伴い、届出及び通知の受理・審査、工事現場への届出済証（ｽﾃｯｶｰ）の

掲示、分別解体等に関する指導を行っている。平成２７年度は届出１,６８７件、通知７０９件で合

計２，３９６件、平成２６年度は届出１，４５９件、通知６７６件で合計２，１３５件であった。 
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9
8)

35
(1
)
36
9
4
(3
57
)
37
29
(3
5
8)

12
12
1

13
3

9
12
1

(1
)
13
0

(1
)

4
21
2

21
6

29
13
9

16
8

5
15
3

15
8

3
10
5

(5
)
1
08

(5
)

6
13
0

(5
)
13
6

(5
)

2
1
06

(2
)
10
8

(2
)

5
1
03

(1
)
10
8

(1
)

3
97

10
0

42
(1
)
29
31

(5
)
2
97
3

(6
)
49

(2
)
30
7
0

(8
)
3
11
9
(1
0)

24
33
9
5
(1
4)
3
41
9
(1
4)

54
(1
)
34
7
6
(1
9)
35
30

(2
0)

28
33
9
2

(1
)
34
20

(1
)

１
号

10
19
7

(3
)
20
7

(3
)
17

22
4

(2
)
24
1

(2
)

5
26
5

(7
)
27
0

(7
)

7
27
6

(9
)
28
3

(9
)

9
31
0

31
9

２
号

13
1
3

12
1
2

20
2
0

16
1
6

33
3
3

３
号

6
(1
)
55
9

(2
)
5
65

(3
)

8
(1
)
60
2

(5
)
61
0

(6
)

3
5
99

(6
)
60
2

(6
)

4
5
86

(8
)
59
0

(8
)

1
5
44

(1
)
54
5

(1
)

４
号

10
20
07

2
01
7

10
(1
)
20
2
2

(1
)
2
03
2

(2
)

8
23
1
9

(1
)
2
32
7

(1
)
11

(1
)
22
7
6

(2
)
2
28
7

(3
)
1
2

2
31
0

23
2
2

（
建
築
物
）
計

26
(1
)
27
76

(5
)
2
80
2

(6
)
35

(2
)
28
6
0

(8
)
2
89
5
(1
0)

16
32
0
3
(1
4)
3
21
9
(1
4)

22
(1
)
31
5
4
(1
9)
31
76

(2
0)

22
31
9
7

(1
)
32
19

(1
)

12
9
5

10
7

11
13
8

14
9

5
12
2

12
7

29
22
5

25
4

5
13
9

14
4

4
60

64
3

72
75

3
70

73
3

97
1
00

1
56

57

33
(1
)
29
16

(5
)
2
94
9

(6
)
37

(2
)
30
3
1

(8
)
3
06
8
(1
0)

22
33
7
6
(1
3)
3
39
8
(1
3)

46
34
5
7
(1
9)
35
03

(1
9)

18
33
5
6

(1
)
33
74

(1
)

１
号

2
19
6

(3
)
1
98

(3
)

5
22
3

(2
)
22
8

(2
)

3
2
65

(7
)
26
8

(7
)

3
2
73

(9
)
27
6

(9
)

4
2
98

30
2

２
号

13
1
3

12
1
2

20
2
0

16
1
6

33
3
3

３
号

6
(1
)
55
8

(2
)
5
64

(3
)

7
(1
)
58
6

(5
)
59
3

(6
)

3
6
00

(5
)
60
3

(5
)

2
5
77

(8
)
57
9

(8
)

5
42

(1
)
54
2

(1
)

４
号

9
1
99
6

20
05

1
0
(1
)
20
01

(1
)
20
11

(2
)

8
22
9
9

(1
)
23
07

(1
)

9
22
7
0

(2
)
22
79

(2
)

9
22
8
8

22
97

（
建
築
物
）
計

17
(1
)
27
63

(5
)
2
78
0

(6
)
22

(2
)
28
2
2

(8
)
2
84
4
(1
0)

14
31
8
4
(1
3)
3
19
8
(1
3)

14
31
3
6
(1
9)
31
50

(1
9)

13
31
6
1

(1
)
31
74

(1
)

12
9
3

10
5

11
13
8

14
9

5
12
3

12
8

29
22
3

25
2

4
13
9

14
3

4
60

64
3

71
74

3
69

72
3

98
1
01

1
56

57

27
岡
山
市

指
定
確
認
検
査
機
関
岡
山
市
全
体

２
　
建
 築
 行
 政
 統
 計

（
１
）
建
築
行
政
統
計
統
括
表

①
統
括
表
（
確
認
申
請
分
）

23
2
4

岡
山
市

岡
山
市
全
体

指
定
確
認
検
査
機
関

岡
山
市
全
体

岡
山
市

指
定
確
認
検
査
機
関

＊
（
　
）
は
計
画
変
更

の
内
数
で
す
。

（
建
築
物
）

（
建
築
物
）

（
建
築
物
）

（
建
築
物
）

（
昇
降
機
）

（
工
作
物
）

（
昇
降
機
）

（
工
作
物
）

（
昇
降
機
）

（
工
作
物
）

確
認
済
証
発
行
件
数

検
査
済
証
発
行
件
数

（
工
作
物
）

（
昇
降
機
）

確
認
申
請
受
付
件
数

-16-

完
了
検
査
申
請
受
付
件
数

25
岡
山
市

指
定
確
認
検
査
機
関
岡
山
市
全
体

26
岡
山
市

指
定
確
認
検
査
機
関
岡
山
市
全
体



年
度

区
分

48
(5
)

48
(5
)
61

(4
)

61
(4
)
71

(7
)

71
(7
)
78
(1
2
)

78
(1
2)

65
(6
)

65
(6
)

１
号

14
(4
)

14
(4
)
16

(3
)

16
(3
)
25

(6
)

25
(6
)
29
(1
0
)

29
(1
0)

22
(3
)

22
(3
)

２
号

３
号

2
2

5
5

5
(1
)

5
(1
)

9
(1
)

9
(1
)

2
(2
)

2
(2
)

４
号

17
(1
)

17
(1
)
25

(1
)

25
(1
)
19

19
20

(1
)

20
(1
)
23

(1
)

23
(1
)

（
建
築
物
）
計

33
(5
)

33
(5
)
46

(4
)

46
(4
)
49

(7
)

49
(7
)
58
(1
2
)

58
(1
2)

47
(6
)

47
(6
)

13
13

15
15

21
21

16
16

18
18

2
2

1
1

4
4

47
(4
)

47
(4
)
58

(4
)

58
(4
)
70

(5
)

70
(5
)
77
(1
4
)

77
(1
4)

65
(5
)

65
(5
)

１
号

14
(4
)

14
(4
)
14

(2
)

14
(2
)
24

(4
)

24
(4
)
30
(1
2
)

30
(1
2)

21
(2
)

21
(2
)

２
号

３
号

2
2

4
(2
)

4
(2
)

5
(1
)

5
(1
)

7
(1
)

7
(1
)

5
(2
)

5
(2
)

４
号

16
16

25
25

19
19

20
(1
)

20
(1
)
21

(1
)

21
(1
)

（
建
築
物
）
計

32
(4
)

32
(4
)
43

(4
)

43
(4
)
48

(5
)

48
(5
)
57
(1
4
)

57
(1
4)

47
(5
)

47
(5
)

13
13

15
15

21
21

16
16

18
18

2
2

1
1

4
4

49
(4
)

49
(4
)
60

(7
)

60
(7
)
60

(3
)

60
(3
)
70

(9
)

70
(9
)
61

(2
)

61
(2
)

１
号

12
(3
)

12
(3
)
18

(6
)

18
(6
)
16

(1
)

16
(1
)
25

(7
)

25
(7
)
21

(2
)

21
(2
)

２
号

３
号

6
6

4
4

5
5

5
(1
)

5
(1
)

6
6

４
号

14
(1
)

14
(1
)
23

(1
)

23
(1
)
18

(2
)

18
(2
)
23

(1
)

23
(1
)
18

18

（
建
築
物
）
計

32
(4
)

32
(4
)
45

(7
)

45
(7
)
39

(3
)

39
(3
)
53

(9
)

53
(9
)
45

(2
)

45
(2
)

14
14

14
14

20
20

17
17

13
13

3
3

1
1

1
1

3
3

52
(4
)

52
(4
)
59

(7
)

59
(7
)
58

(3
)

58
(3
)
70

(9
)

70
(9
)
60

(2
)

60
(2
)

１
号

13
(3
)

13
(3
)
18

(6
)

18
(6
)
16

(1
)

16
(1
)
25

(7
)

25
(7
)
20

(2
)

20
(2
)

２
号

３
号

6
6

4
4

4
4

5
(1
)

5
(1
)

6
6

４
号

16
(1
)

16
(1
)
22

(1
)

22
(1
)
17

(2
)

17
(2
)
23

(1
)

23
(1
)
18

18

（
建
築
物
）
計

35
(4
)

35
(4
)
44

(7
)

44
(7
)
37

(3
)

37
(3
)
53

(9
)

53
(9
)
44

(2
)

44
(2
)

14
14

14
14

20
20

17
17

13
13

3
3

1
1

1
1

3
3

23
岡
山
市

27
岡
山
市

指
定
確
認
検
査
機
関

指
定
確
認
検
査
機
関
岡
山
市
全
体

指
定
確
認
検
査
機
関
岡
山
市
全
体

24
岡
山
市

岡
山
市
全
体
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②
統
括
表
（
計
画
通
知
分
）

の
内
数
で
す
。

（
工
作
物
）

完
了
検
査
通
知
受
付
件
数

（
昇
降
機
）

（
工
作
物
）

検
査
済
証
発
行
件
数

（
建
築
物
）

確
認
済
証
発
行
件
数

（
昇
降
機
）

（
工
作
物
）

（
建
築
物
）

（
昇
降
機
）

（
建
築
物
）

（
工
作
物
）

計
画
通
知
受
付
件
数

（
昇
降
機
）

（
建
築
物
）

25
岡
山
市

指
定
確
認
検
査
機
関
岡
山
市
全
体

26
岡
山
市

指
定
確
認
検
査
機
関
岡
山
市
全
体

＊
（
　
）
は
計
画
変
更

の
内
数
で
す
。



（２）建築確認申請受付件数及び総床面積の推移

年度

種別

総件数(件) 53 68 60 81 84

総床面積(㎡) 14,576 42,481 25,602 66,117 23,567

総件数(件) 3,076 3,175 3,637 3,525 3,707

総床面積(㎡) 342,211 381,581 420,108 528,706 526,094

総件数(件) 3,129 3,243 3,697 3,606 3,791

総床面積(㎡) 356,787 424,062 445,710 594,823 549,661

（３）建築確認等受付件数の状況

◯工事種別件数

年度

区分

2,793 2,906 3,294 3,196 3,430

306 314 385 389 346

1 2 1

1

29 23 17 19 14

3,129 3,243 3,697 3,606 3,791

◯構造別件数

年度

区分

2,202 2,254 2,626 2,447 2,616

816 904 967 1,058 1,075

95 73 84 82 86

8 5 4 7 2

8 7 16 12 12

3,129 3,243 3,697 3,606 3,791

＊(2)及び(3)は建築物の確認申請及び計画通知
を合わせた数値です。(計画変更は除く)。

27

27

27

そ　の　他

計

新　　 　　築

増　   　　築

移　　   　転

改　   　　築

用途変更他

計

木　　 　造

鉄　骨　造

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造

岡山市

指定確認
検査機関

岡山市
全体

24

24

24

23

23

23

25

25

25

26

26

26

- 18 -



◯延べ床面積別件数

年度

区分

73 90 89 64 54

615 611 665 642 706

2,040 2,115 2,346 2,070 2,096

267 280 377 443 493

51 54 108 193 262

38 37 48 87 94

41 51 53 85 67

4 3 10 17 17

0 2 1 5 2

3,129 3,243 3,697 3,606 3,791

◯防火・準防火・都市計画区域別件数

年度

区分

防火地域 25 25 18 41 39

準防火地域 251 250 268 273 345

法２２条区域 2,839 2,960 3,393 3,278 3,392

14 8 18 14 15

3,129 3,243 3,697 3,606 3,791

◯用途地域・都市計画区域別件数

年度

区分

第１種低層住居専用地域 425 427 463 502 504

第２種低層住居専用地域

第１種中高層住居専用地域 350 382 441 378 446

第２種中高層住居専用地域 169 162 232 204 171

第１種住居地域 608 674 854 798 885

第２種住居地域 168 188 164 189 219

準住居地域

近隣商業地域 123 118 122 132 153

商業地域 110 96 118 123 162

準工業地域 323 362 370 410 352

工業地域 19 16 39 23 31

工業専用地域 5 1 5 4 8

指定なし 815 809 871 829 845

14 8 18 14 15

3,129 3,243 3,697 3,606 3,791

27

27

27

26

都市計画区域外

計

24

2,000㎡を超え10,000㎡以内のもの

計

都市計画
区 域 内

100㎡を超え200㎡以内のもの

50,000㎡を超えるもの

計

200㎡を超え500㎡以内のもの

500㎡を超え1,000㎡以内のもの

都
市
計
画
区
域
内

都市計画区域外

10,000㎡を超50,000㎡以内のもの

1,000㎡を超え2,000㎡以内のもの

30㎡以内のもの

30㎡を超え100㎡以内のもの

24

24

23

23

23

25

25

25

26

26

- 19 -



◯住宅等別件数

年度

区分

2,482 2,564 2,930 2,726 2,812

153 148 172 187 253

40 30 48 37 44

82 98 137 165 217

372 403 410 491 465

3,129 3,243 3,697 3,606 3,791

◯区別件数

1,162 1,238 1,463 1,454 1,460

771 731 844 855 817

400 432 462 410 550

796 842 928 887 964

3,129 3,243 3,697 3,606 3,791

27

27

北　　　区

中　　　区

東　　　区

南　　　区

　　　　　　　　　　　　　　　　年度
区別

計

共同住宅

計

一戸建ての住宅

2423

         上記住宅以外

長屋建て住宅

併用住宅

23 2524

25

26

26

- 20 -



◯
用
途
・
地
上
階
数
別
件
数
(平

成
２
７
年
度
)

階
数

用
途

2
3
1

2
,5
4
3

3
8

2
,8
1
2

2
3
9

1
4

2
5
3

2
9
5

6
4

8
8

6
4

5
1
0

6
1

3
5

2
1
7

1
3
5

7
1

4
4

3
1

2
0

3
1

5
5

1
6

1
2

7
3
5

7
3

2
0

1
9
4

9
1

1
1

1
2

1
7

1
7

2
3

2
3

1
2

4
7

9
9

2
1

2
1

2
2
6

3
1

4

1
0
4

7
0

1
0

3
3

1
1

1
9
2

4
9
6

3
,0
6
1

1
4
9

1
7

1
4

1
1

7
5

1
0

8
2

0
1

3
7

3
,7
9
1

1
4

1
5
以
上

倉
庫

飲
食
店
等

1
2

1
3

7
8

そ
の
他

計

一
戸
建
て
の
住
宅

長
屋
建
て
住
宅

教
育
施
設

医
療
施
設

集
会
施
設

児
童
福
祉
施
設
・
老
人
ホ
ー
ム
等

合
計

併
用
住
宅

工
場
等

1
2

3

共
同
住
宅

-21-

9
1
0

1
1

4
5

6



年度
適用法令

法第43条 1項 189 173 208 197 205

法第44条 1項

1項

2項

3項

4項

5項

6項

7項

8項

9項

10項

11項

12項

法第51条

9項

10項

13項

法第55条 3項 1

法第56条2　 1項 1 3 1 1

法第59条

法第59条2 1項 1

3項

5項 3 2 4 13 11

193 178 214 212 216

(５)仮使用承認件数 (H27年度から認定)
年度

適用法令

9 8 9 6 4

0 1 0 2 1
9 9 9 8 5

(６)建築物認定取扱い件数
年度

適用法令

0 0 0 0 0

0 0 0 1 1

2 0 0 1 0

0 0 0 0 0

2 0 0 2 1

27

27

27

2623

法第85条

計

計

適用の除外（法第3条第1項）

第1種低層住居専用地域又は第2種低層住
居専用地域内における建築物の高さの限
度（法第55条）

全体計画認定(法第86条の８）

前面道路とみなす道路等（令第131条の2）

法第48条

計

(４)許可申請取扱い件数

24

252423

26

25

26

※法第47条(壁面線による建築制限)の許可については､法第46条の壁面線指定区域無しにつき、対象外｡

法第7条の6第1項(特定行政庁によるもの)

法第18条第22項(特定行政庁によるもの)

25

24

法第52条

23

- 22 -



○Ｈ２３年度

延べ面積

用途地域

第1種低層住居専用 2 0 0 0 0 0 2

第1種中高層住専用 1 0 0 1 0 2 4

第2種中高層住専用 1 0 1 1 0 1 4

第1種住居 0 0 4 2 1 0 7

第2種住居 0 3 2 1 0 1 7

1 0 4 4 0 3 12

5 3 11 9 1 7 36

(内訳：学校４件，事務所１件，共同住宅２２件，その他９件)

○Ｈ２４年度

延べ面積

用途地域

第1種低層住居専用 1 0 0 0 0 0 1

第1種中高層住専用 0 1 1 0 2 2 6

第2種中高層住専用 0 1 3 0 0 0 4

第1種住居 1 0 4 1 0 1 7

第2種住居 0 0 1 0 3 1 5

1 0 1 2 2 5 11

3 2 10 3 7 9 34

(内訳：学校５件，事務所２件，共同住宅１６件，その他１１件)

延べ面積

用途地域

1 1 0 1 0 0 3

1 0 1 1 0 2 5

1 0 0 0 0 1 2

0 2 2 1 2 1 8

1 1 0 0 2 0 4

0 0 6 0 7 3 16

4 4 9 3 11 7 38

(内訳：学校９件，事務所１件，共同住宅 １８件，その他１０件)

延べ面積

用途地域

2 2

1 2 1 4

1 3 1 5

2 4 1 3 2 12

1 3 4

1 2 3 2 1 5 14

1 5 14 8 5 8 41

(内訳：学校6件，事務所2件，共同住宅18件，その他15件)

延べ面積

用途地域

1 1 2

1 1 1 3

1 2 2 5

2 2 1 1 1 7

1 1

1 1 2 5 9

3 6 3 2 4 9 27

(内訳：学校5件，事務所2件，共同住宅12件，その他8件)

第1種住居

第2種住居

その他

計

500㎡以上 1000㎡以上

○Ｈ２５年度

第1種低層住居専用

2000㎡以上

計

○Ｈ２６年度

500㎡未満 500㎡以上 1000㎡以上

その他

第1種中高層住専用

計

5000㎡以上 計500㎡未満

その他

計

第1種住居

3000㎡以上

その他

500㎡以上 1000㎡以上2000㎡以上

第1種低層住居専用

第1種中高層住専用

第2種中高層住専用

5000㎡以上 計

2000㎡以上3000㎡以上5000㎡以上 計

500㎡未満 500㎡以上 1000㎡以上2000㎡以上

第2種中高層住専用

第2種住居

5000㎡以上 計500㎡未満

3000㎡以上

1000㎡以上2000㎡以上3000㎡以上5000㎡以上 計

3000㎡以上

○Ｈ２７年度

(７)岡山市中高層建築物に関する指導要綱による申請状況 (H27年度から指導指針)

その他

計

第2種中高層住専用

第1種住居

第2種住居

500㎡未満

第1種低層住居専用

第1種中高層住専用

500㎡以上

- 23 -



区分

年度

4,852

42

22

41

37

34

31

25

41

29

29

29

27

※平成２１年度行政年報から年度別に修正

区分

年度 100㎡未満 125㎡未満 150㎡未満 150㎡以上 計

3 7 26 92 128

4 3 8 52 67

0 13 9 97 119

0 12 20 84 116

0 3 7 87 97

1 0 12 94 107

0 15 25 53 93

4 19 23 104 150

1 6 18 70 95

0 13 25 63 101

0 3 20 74 97

0 6 22 72 100

※平成２１年度行政年報から年度別に修正

Ｈ 26

Ｈ 26 999.36

201,696.25

477.25

Ｈ 24

Ｈ 22 919.59 442.34

272.32

173.03

330.87 668.49

787.73

Ｓ43～Ｈ15 369,802.55

(８)道路の位置の指定状況

延長（ｍ）

1,267.26

1,409.75

○区画分譲予定面積(道路の位置指定)別件数

912.10

○年度別表

件数

89.91

534.37

697.82

区画面積

1,114.85

1,446.47

953.86

842.53

1,094.23

Ｈ 16

Ｈ 17

Ｈ 18

Ｈ 19

Ｈ 20

168,106.30

Ｈ 18

Ｈ 17

Ｈ 21

幅員4m
総延長(m)

幅員4mを超えるもの

1,196.28 335.551,531.83

314.97 644.37

467.84

566.52 319.94

314.95

455.89

Ｈ 27

Ｈ 27 937.56 469.72

Ｈ 24 886.46

Ｈ 19

Ｈ 16

Ｈ 25

Ｈ 25 959.34

Ｈ 23 1,346.91 1,031.96

Ｈ 23

Ｈ 22

Ｈ 21

Ｈ 20

-24 -



行
政
指
導
の
件
数

行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

行
政
指
導
の
件
数

行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

行
政
指
導
の
件
数

行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

行
政
指
導
の
件
数

行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

行
政
指
導
の
件
数

行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

4 3 0 0 0 0 0 0 0 0

5 5 2 2 1 1 2 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

21 9 3 3 17 10 32 4 7 4

57 36 107 52 83 34 75 36 155 33

87 53 112 57 104 45 109 41 163 38

0

41

26

26

0

26

109

23

23

0

0

23

87

53

工事施行(作業)停止指示等

是正された建築物件数

法第9条第11項による代執行件数

法第9条第2項により命令した件数

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
事　項

行政指導の種類

確認申請提出指示等

(９)違反建築物是正指導状況

○違反建築物に対する是正措置の状況

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
事　項

法第9条第7項により命令した件数

法第9条第10項により命令した件数

違反建築物件

法第9条第1項により命令した件数

○違反建築物に対する行政指導の状況

告発件数

24

112

57 45

25

104

0

0

25

25

0

24

24

回　　数

件　　数

(10)意見の聴取回数

　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　事　項

使用禁止(制限)指示等

移転､除却等指示等

その他

計

0

27

163

0

38

27

27

0

- 25 -



　平成15年４月１日施行（2,000㎡以上）、平成22年４月１日から300㎡以上

（平成21年６月４日施行）

0

0

0

0

0

1076

0

76

24

66

2

1

7

23

188

301

26

907

1

22

18

26

16

0

42

319 619

1,459 676

26

26

届出
件数

通知
件数

1,010 15

130

0

1140

0

0

1

0

0

1224

0

0

25

1033

0

77

35

73

3

2

0

0

24

975

0

81

27

51

3

3

0

0

2

5

0

1061

23

969

0

26

31

28

0

0

16

2223

1,188 13

157 32

322 738

1,667

1

783

25

33

29

24

1,479 775

138

340 733

25

届出
件数

通知
件数

届出
件数

通知
件数

24

1,001 13

23

届出
件数

通知
件数

年　　度

(11)建設リサイクル法届出・通知状況

ホテル等

解体工事

新築工事等

　　　　　　　 　　　　 　　届出・通知
工事種別

建築物以外工事

計

1,028 13

119 18

304 710

1,451 741

0 0

21

21

1 2 3

9 14

4

17 20 20

6 3

150

183 210 270

98 110

(12)省エネ法届出状況

23
　　　　　　　　　　　　　　　年度
　用途

病院等

物販店舗等 9 8

20 32

事務所等

学校等

飲食店舗等

集会所等

(13)長期優良住宅建築等計画の認定件数

　　　　　　　　　　　　　　年度

工場等

共同住宅等

計

法第５条第１項認定

法第５条第３項認定

一
戸
建
て
の
住
宅

共
同
住
宅
等

法第10条承認

法第５条第１項認定

法第５条第２項認定

法第５条第３項認定

法第５条第２項認定

法第８条変更

法第９条変更

法第８条変更

計

法第10条承認

法第９条変更

27

届出
件数

通知
件数

1,137 18

185 38

365 653

1,687 709

27

1

13

9

32

15

1

8

0

15

191

285

27

932

0

61

41

54

15

2

0

0

0

0

1105

- 26 -



(14)低炭素建築物新築等計画の認定件数
（平成24年12月4日施行）

0

0

0

11

25

10

1

0

0

0

0

0

0

0

24

0

0

0

0

0法第53条第1項申請

法第55条第1項申請

法第53条第1項申請

法第55条第1項申請

 非住宅建築物

 複合建築物

 一戸建ての住宅

 共同住宅等

法第53条第1項申請

法第55条第1項申請

法第53条第1項申請

法第55条第1項申請

計

　　　　　　　　　　　　　　年度

9

0

0

0

0

27

33

1

0

00

0

0

9

26

0

0

124

0

158

- 27 -
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３ 建築審査会 

（１）建築審査会委員名簿

（注）建築基準法記載部門順 

（任期 平成 26 年 11 月 1 日～平成 28 年 10 月 31 日）

氏  名 部 門 現  職 備  考

田村  尚 史  法 律 弁護士 職務代理  

窪津    誠  経 済 岡山商工会議所専務理事

新谷  雅之  建 築 一般社団法人岡山県建築士会前副会長 会 長

関川   華  建 築 岡山大学大学院教育学研究科講師

樋口  輝久  都市計画 岡山大学大学院環境生命科学研究科准教授

池本  貞子  公衆衛生 吉備国際大学短期大学部学部長 

福田  伸 子  行 政 公益財団法人倉敷スポーツ公園常務理事

（２）建築審査会開催状況 

開 催 年 月 日  案   件  適 用 条 例  件 数

 案件無し    



4  定期報告状況

(1)特殊建築物 (平成28年3月31日現在)

報告すべき

件数(B) 件数(C) (C)/(B)

5 3 1 33.3%

35 10 4 40.0%

328 87 79 90.8%

111 38 23 60.5%

349 167 118 70.7%

2 0 0 #DIV/0!

830 305 225 73.8%

(2)建築設備 (平成28年3月31日現在)

報告すべき

件数(B) 件数(C) (C)/(B)

5 5 1 20.0%

35 35 22 62.9%

328 328 255 77.7%

111 111 58 52.3%

349 349 240 68.8%

2 2 2 100.0%

830 830 578 69.6%

(平成28年3月31日現在)

報告すべき

件数(B) 件数(C) (C)/(B)

3,947 3,819 3,738 97.9%

2 2 2 100.0%

8 8 8 100.0%

403 362 361 99.7%

7 1 1 100.0%

4,367 4,192 4,110 98.0%

小型エレベーター

階段昇降機

報告件数

劇場･映画館･演芸場

観覧場･公会堂･集会場

病院･診療所･養老院･児童福祉施設等

旅館･ホテル

百貨店･マｰケット･展示場･キャバレｰ･カ
フェｰ･ナイトクラブ･バｰ･舞踏場･遊戯場･
公衆浴場(個室付浴場に限る)･待合･料理
店･飲食店･物品販売業を営む店舗

地下街

計

地下街

計

指定件数(A)

計

(3)昇降機等

エレベーター

エスカレーター

遊戯施設

指定件数(A)
報告件数

劇場･映画館･演芸場

報告件数
指定件数(A)

観覧場･公会堂･集会場

病院･診療所･養老院･児童福祉施設等

旅館･ホテル

百貨店･マｰケット･展示場･キャバレｰ･カ
フェｰ･ナイトクラブ･バｰ･舞踏場･遊戯場･
公衆浴場(個室付浴場に限る)･待合･料理
店･飲食店･物品販売業を営む店舗

- 29 -



５　くらしやすい福祉のまちづくり条例届出件数等
※（　　）内は適合件数

届　出 協　議 届　出 協　議 届　出 協　議
7 4 11 1 1 2 3 0 3
(3) (3) (6) (1) (1) (2) (2) (0) (2)
15 4 19 19 3 22 12 0 12
(6) (3) (9) (5) (3) (8) (2) (0) (2)
0 0 0 2 0 2 0 0 0

(0) (1) (1) (0) (0) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)
10 0 10 6 0 6 9 0 9
(7) (7) (3) (3) (4) (0) (4)
9 1 10 12 0 12 3 0 3
(7) (0) (7) (2) (2) (1) (0) (1)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)
3 4 7 0 3 3 5 1 6
(2) (1) (3) (0) (0) (1) (0) (1)
3 0 3 2 0 2 2 0 2
(2) (2) (1) (1) (1) (0) (1)
0 0 0 0 1 1 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0)
0 0 0 0 1 1 1 0 1

(0) (0) (0) (1) (0) (1)
0 0 0 1 0 1 1 0 1

(0) (0) (0) (0) (0) (0)
34 2 36 38 6 44 24 0 24
(30) (2) (32) (28) (4) (32) (17) (0) (17)
6 0 6 5 0 5 9 0 9
(3) (3) (2) (2) (5) (0) (5)
3 0 3 0 0 0 3 0 3
(2) (2) (0) (2) (0) (2)
1 0 1 2 0 2 0 0 0
(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
0 0 0 0 0 0 2 0 2

(0) (0) (1) (0) (1)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)
0 1 1 1 1 2 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
0 2 2 0 0 0 1 1

(1) (1) (0) (0) (0)
0 3 3 0 1 1 0 0

(1) (1) (0) (0) (0) (0)
0 21 21 0 9 9 12 12

(3) (3) (0) (0) (1) (1)
0 0 0 0 1 1 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)
0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

91 42 133 89 27 116 74 14 88
(62) (14) (76) (43) (8) (51) (37) (1) (38)

 公共交通機関の駅舎等

（５）
1  共同住宅

2  寄宿舎

（３）

1  興行施設

（４）
1

合　計

複数構成施設の共用部分

２以上の用途で構成される施設の
共用部分

（７）３，０００
㎡以上

（６）

 事務所

5

2  工場等

9  観光施設

10  自動車車庫

7  宿泊施設

3

8  展示施設

 飲食店舗

6  サービス業店舗

4  物品販売店舗

（２）

1  第二種医療施設

2  第二種保健福祉施設

 スポーツ施設

2  遊戯施設

3  第二種官公庁施設

 教育施設

5  集会施設

4

5  公益施設

 第一種官公庁施設

対象施設

（１）

1  第一種医療施設

4

2  第一種保健福祉施設

 文化教養施設

3

H27年度
合　計

H26年度
合　計

H25年度
合　計
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5

1

1

1

◇建築物部門

1

419

1

◇街並み部門

24

◇街並み部門

5

1

1

8

1

1

◇建築物部門

1

4

2

合  計 163 83

◇まちなみ部門

10

◇奨励賞

1

◇特別賞 ◇まちかど部門

2 6

 その他 8 1

計 19 17

 医療施設

 店舗 1 1

1 0

 その他

計

 住宅

 美術館

 教育施設

 スポーツ施設

 住宅･共同住宅

 宿泊施設

 百貨店・店舗

 事務所・庁舎

 金融施設

 医療施設

 文化･コミュニティー施設

 研究所

◇すまい・ポイント賞 ◇すまい部門

9 15

13 7

142 49

3 1

14 4

4 0

11 3

13 5

2 0

16 1

15 7

6 5

39 14

◇優秀建築物 ◇建築物部門

6 2

景観まちづくり賞

平成21年～平成25年

８　岡山市景観まちづくり賞表彰状況

優秀建築物 まちづくり賞　　　　　　　　表彰種
別
 建築物用途 昭和47～平成7年 平成8～平成19年

景観まちづくり賞

平成26年

景観まちづくり賞

平成27年

◇建築物部門

1

1

1

1

1

5

◇街並み部門

1

6

※平成27年度までの表彰作品の用途別件数（平成20年度は、募集せず。）
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平
成
2
7
年
度
　
岡
山
市
景
観
ま
ち
づ
く
り
賞
　
受
賞
者
等
一
覧
表

部
門

表
彰
対
象
物

所
　
在
　
地

用
　
途

建
　
築
　
主

設
　
計
　
者

施
　
工
　
者

内
田
邸

中
区
平
井

専
用
住
宅

内
田
　
栄
一

株
式
会
社
　
創
商

株
式
会
社
　
創
商

中
区
西
川
原

株
式
会
社
佐
藤
建
築
事
務
所

岡
山
市
立
市
民
病
院

北
区
北
長
瀬

病
院

久
米
設
計
・
宮
﨑
建
築
設
計
事
務
所

JV
戸
田
建
設
　
広
成
建
設
・
蜂
谷
工
業

JV

た
け
べ
八
幡
温
泉

北
区
建
部
町

公
衆
浴
場
・
飲
食

店
岡
山
市
長
　
大
森
雅
夫

日
総
建
・
黒
川
建
築
設
計
事
務
所
JV

㈱
ま
つ
も
と
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

イ
オ
ン
モ
ー
ル
岡
山

北
区
下
石
井

商
業
施
設

イ
オ
ン
モ
ー
ル
株
式
会
社

株
式
会
社
　
大
本
組

株
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○岡山市建築基準法施行条例 
平成１２年９月２２日 
市条例第１１８号 

改正 平成１３年６月２７日市条例第４５号 
平成１５年２月２５日市条例第１６号 
平成１８年３月２３日市条例第２２号 
平成２７年７月８日市条例第５６号 

（目的） 

第１条 この条例は，建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第３９条，第４

０条，第４３条第２項及び第５６条の２第１項並びに建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。

以下「政令」という。）第３０条第２項の規定に基づき，災害危険区域の指定，建築物の敷地，構造

等に関する制限の附加，建築物の敷地と道路との関係に関する制限の附加及び日影による中高層の建

築物の高さの制限に関する指定について必要な事項を定めることにより，法と一体的な運用を図り，

もって法第１条の趣旨を実現することを目的とする。 

（災害危険区域の指定及び建築制限） 

第２条 法第３９条第１項に規定する災害危険区域は，急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の規定に基づき指定された急傾斜地崩壊危険区域内で，急

傾斜地の崩壊による危険の著しい区域として市長が別に指定した区域とする。 

２ 前項の災害危険区域内においては，住居の用に供する建築物を建築してはならない。ただし，市長

が別に定める技術的基準に適合する擁壁の設置等により，当該建築物の安全上支障がないと市長が認

めた場合は，この限りでない。 

（特殊建築物のくみ取便所の便槽） 

第３条 学校，病院，劇場，映画館，演芸場，観覧場，ホテル又は旅館の用途に供する特殊建築物のく

み取便所の便槽は，政令第３１条に規定する改良便槽としなければならない。 

（袋路状敷地の建築制限） 

第４条 地階を除く階数が３以上の建築物は，その幅員が４メートル未満の路地状部分のみによって道

路に接する袋路状の敷地に建築してはならない。ただし，法別表第１（い）欄に掲げる特殊建築物の

用途に供する建築物以外の建築物で，地階を除く階数が３の建築物については，政令第１２６条の６

及び第１２６条の７に規定する非常用の進入口等が道路から２０メートル以内の距離に消防活動上

有効に設置されていることにより，避難の安全上支障がない場合は，この限りでない。 

２ 法第４３条第１項ただし書の許可に係る建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。以下

「規則」という。）第１０条の２第１号，第２号及び第３号に定める空地，農道その他これに類する

公共の用に供する道及び通路は，前項にいう道路とみなす。 

（特殊建築物等の敷地と道路との関係） 

第５条 次の各号のいずれかに定める建築物の敷地は，法第４２条第１項各号に規定する道路（以下こ

の条及び次条において「第１項道路」という。）に接しなければならない。ただし，法第４３条第１

項ただし書の許可（規則第１０条の２第３号の通路にあっては，敷地と第１項道路又は同条第２号に

規定する農道その他これに類する公共の用に供する道との間に河川等が存在する場合に限る。以下同

じ。）を受けたとき又は，市長が避難又は通行の安全上支障がないと認めたときは，この限りでない。 

（１） 法別表第１（い）欄に掲げる用途に供する特殊建築物で，その用途に供する部分の床面積の

合計（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては，各建築物のその用途に供する部分の床

面積の合計）が５００平方メートルを超えるもの 

（２） 階数が３以上で，延べ面積が５００平方メートルを超えるもの 

（３） 政令第１１６条の２に定める窓その他の開口部を有しない居室を有する建築物で，延べ面積

が５００平方メートルを超えるもの 

（４） 延べ面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては，その延べ面積の合計）が１，

０００平方メートルを超えるもの 
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２ 前項各号に定める建築物（以下「特殊建築物等」という。）の敷地が第１項道路に接する部分の長

さは，次の各号の定めるところによらなければならない。ただし，建築物の周囲に広い空地がある場

合その他周囲の状況により市長が避難の安全上支障がないと認めた場合は，この限りでない。 

（１） 劇場，映画館，演芸場，観覧場若しくは延べ面積が１，０００平方メートルを超える公会堂

若しくは集会場（以下「劇場等」という。）又は店舗（物品販売業又は飲食店の用途に供する建築

物で，その用途に供する部分の床面積の合計が１，５００平方メートルを超えるものに限る。以下

同じ。）にあっては，その敷地境界線の延長の６分の１以上 

（２） 前号に規定する建築物以外の特殊建築物等にあっては，３メートル以上 

３ 劇場等又は店舗には，主要出入口を第１項道路に面して設け，かつ，その前面に次の各号に定める

奥行（建築物の主要出入口と当該前面道路の境界線との水平距離をいう。）を有する空地を設けなけ

ればならない。ただし，建築物の周囲に広い空地がある場合その他周囲の状況により，市長が避難の

安全上支障がないと認めた場合は，この限りでない。 

（１） 客席又は集会室の床面積の合計が２００平方メートル以下の劇場等にあっては，２メートル

以上 

（２） 客席又は集会室の床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以下の劇

場等にあっては，３メートル以上 

（３） 客席又は集会室の床面積の合計が５００平方メートルを超える劇場等にあっては，５メート

ル以上 

（４） 店舗にあっては，２メートル以上 

４ 前３項の規定は，法第８６条又は第８６条の２の認定を受けた区域については適用しない。 

（自動車車庫の敷地と道路との関係） 

第６条 床面積の合計が３００平方メートルを超える自動車車庫を有する建築物の敷地における自動

車の出入口は，次の各号のいずれかに該当する部分に接して設けてはならない。ただし，警報装置そ

の他の交通安全設備の設置等により，市長が通行の安全上支障がないと認めた場合は，この限りでな

い。 

（１） 第１項道路以外の道の部分 

（２） 道路の交差点若しくは曲がり角（内角１２０度を超えるものを除く。），横断歩道又は横断

歩道橋（地下横断歩道を含む。）の昇降口から５メートル以内の部分 

（３） 勾配が１２パーセントを超える急坂の部分 

（４） 道路上に設ける電車停留所若しくは引き返し場，安全地帯，橋詰め又は踏切から１０メート

ル以内の部分 

（５） 都市公園（都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第１項に定めるものをいう。），

小学校，幼稚園，保育所その他これらに類する施設の主要出入口から２０メートル以内の部分 

２ 前項の建築物の敷地が第１項道路に接する部分の長さは，４メートル以上でなければならない。た

だし，法第４３条第１項ただし書の許可を受けたとき又は，市長が通行の安全上支障がないと認めた

ときは，この限りでない。 

３ 前２項の規定は，法第８６条又は第８６条の２の認定を受けた区域については適用しない。 

（日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区域等の指定） 

第７条 法第５６条の２第１項の規定に基づき，日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区

域として指定する区域並びにそれぞれの区域についての平均地盤面からの高さ及び生じさせてはな

らない日影時間として法別表第４（は）欄の各項に掲げる高さ及び（に）欄の各号のうちから指定す

るものは，それぞれ次の表に掲げるとおりとする。 

対象区域 平均地盤面からの高さ 日影時間 

第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域 １．５メートル(２) 

第一種中高層住居専用地域又は第二種中高層住居専用地域 ４．０メートル(２) 

第一種住居地域，第二種住居地域又は準住居地域 ４．０メートル(２) 
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（適用除外） 

第８条 法第３条第２項の規定によりこの条例の規定の適用を受けない建築物，建築物の敷地又は建築

物若しくはその敷地の部分（法第３条第３項第１号，第２号及び第５号に定めるものを除く。）につ

いて，増築，改築，移転，大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合においては，当該建築物又は

建築物の敷地の状況により，第３条から第６条までの規定を適用することが著しく合理性を欠くと市

長が認めたときは，法第３条第３項の規定にかかわらず，第３条から第６条までの規定は適用しない。 

２ 法第８５条第５項に規定する仮設建築物については，第３条から前条までの規定は適用しない。 

附 則 

この条例は，平成１２年９月２９日から施行する。 

附 則（平成１３年市条例第４５号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１５年市条例第１６号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年市条例第２２号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年市条例第５６号） 

この条例は，公布の日から施行する。 
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○岡山市建築基準法施行細則 
昭和４８年６月２５日 

市規則第５６号 
改正 昭和５１年３月５日市規則第９号 
平成２７年５月１３日市規則第１３２号 

岡山市建築基準法施行細則（昭和４３年市規則第３９号）の全部を改正する。 
（趣旨） 

第１条 この規則は，建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。），建築
基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「政令」という。），建築基準法施行規則
（昭和２５年建設省令第４０号。以下「省令」という。）及び岡山市建築基準法施行条例（平
成１２年市条例第１１８号。以下「施行条例」という。）の施行について必要な事項を定め
るものとする。 
（連署人及び代表者） 

第２条 法，政令，省令，施行条例又はこの規則により申請又は届出をする者が未成年者又は
成年被後見人である場合においては法定代理人又は成年後見人，被保佐人である場合におい
ては保佐人の連署を必要とする。 

２ 法，政令，省令，施行条例又はこの規則により許可，認定，指定（以下「許可等」という。），
承認，判定，検査又は確認の申請及び計画通知の手続を建築主に代つてしようとするときは，
当該申請書に建築主の委任状を添えなければならない。 

３ 法，政令，省令，施行条例又はこの規則により申請又は届出をする者が法人である場合に
おいては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名を記載しなければならない。 

第３条及び第４条 削除 
（許可等申請） 

第５条 法の規定による許可又は認定（法第８６条から第８６条の５までの規定による許可又
は認定を除く。）を受けようとする者は，省令に規定する申請書の正本及び副本に，それぞ
れ省令に規定する図書，別表１に掲げる図書並びに工場及び作業場，危険物の貯蔵又は処理
の用途に供する建築物にあつては，工場等調書（様式第２号）を添えて市長に申請しなけれ
ばならない。 

２ 法第５７条の２第１項の規定による指定を受けようとする者，法第５７条の３の規定によ
る指定の取消しを受けようとする者，法第８６条第１項若しくは第２項の規定による認定を
受けようとする者，法第８６条第３項若しくは第４項の規定による許可を受けようとする者，
法第８６条の２第２項の規定による許可を受けようとする者又は法第８６条の５第１項の規
定による認定若しくは許可の取消しをしようとする者は，省令に規定する申請書の正本，副
本及び別表１に掲げる図書又は書面に，別表２の（あ），（い）及び（う）を添えて市長に
申請しなければならない。 

３ 法第８６条の２第１項の規定による認定を受けようとする者又は法第８６条の２第３項の
規定による許可を受けようとする者は，省令に規定する申請書の正本，副本及び別表１に掲
げる図書又は書面に，別表２の（あ）及び（い）を添えて市長に申請しなければならない。 

４ 施行条例第５条第１項ただし書，第２項ただし書若しくは第３項ただし書又は第６条第１
項ただし書若しくは第２項ただし書の適用除外の認定を受けようとする者は，認定申請書（様
式第２号の２）の正本及び副本に，それぞれ別表１に掲げる図書を添えて市長に申請しなけ
ればならない。 

５ 市長は，許可等のため特に必要と認める場合においては，前各項に規定する図書のほか参
考となる図書を添付させることができる。 

６ 第１項から第４項までの許可等又は許可等の取消しを受けた後でなければ，法第６条第１
項の規定による確認又は法第１８条第２項の規定による計画通知（以下「確認等」という。）
を要する建築物については，確認申請又は計画通知をすることができない。 

７ 市長は，第１項から第３項までの規定による許可等をしようとするときは省令の規定によ
る通知書を，第４項の規定による認定をしようとするときは認定通知書（様式第２号の３）
を許可等申請書の副本に添えて，申請者に通知するものとする。 
（変更及び取りやめ等） 

第６条 許可等を受けた者が当該工事を完了する前において，その申請書又は添付図書の内容
（前条の変更を除く。）を変更しようとする場合は，各通知書を添えて改めて許可等を受け
なければならない。ただし，その変更が既に許可等を受けた事項の範囲内であると市長が認
めたときは，この限りでない。 
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２ 許可等又は確認等を受けた者が当該申請に係る計画を取りやめようとするときは，許可等
又は確認等の通知書を添えて取りやめ届（様式第３号）を，許可等又は確認申請若しくは計
画通知した者が許可等又は確認等を受ける前に当該申請書を取り下げようとするときは，取
下げ届（様式第４号）を市長又は建築主事，若しくは所定の様式により指定確認検査機関に
提出しなければならない。 

３ 指定確認検査機関は，前項の届出の提出を受けたときは，その旨を市長に報告しなければ
ならない。 
（名義等変更の届出） 

第７条 許可等又は確認等を受けた者が当該工事を完了する前において，次の各号のいずれか
に該当する内容の変更をしようとするときは，名義等変更届（様式第５号）を市長又は建築
主事，若しくは所定の様式により指定確認検査機関に提出しなければならない。 
（１） 建築主の住所又は氏名の変更 
（２） 工事監理者の住所又は氏名の変更 
（３） 工事施工者の住所又は氏名の変更 

２ 指定確認検査機関は，前項の届出の提出を受けたときは，その旨を市長に報告しなければ
ならない。 
（工事監理者等の決定の届出） 

第８条 法第５条の６第４項の規定により工事監理者を定めなければならない建築物について，
確認申請書又は計画通知書を提出する際に工事監理者又は工事施工者が未定の場合は，工事
着手前に工事監理者又は工事施工者を決定し工事監理者・工事施工者決定届出書（様式第６
号）を建築主事，若しくは所定の様式により指定確認検査機関に提出しなければならない。 

２ 指定確認検査機関は，前項の届出の提出を受けたときは，その旨を市長に報告しなければ
ならない。 
（確認等の取消し） 

第９条 許可等又は確認申請書若しくは計画通知書に虚偽の記載をして，許可等又は確認等を
受けたことが判明した場合においては，市長はその許可等を，建築主事はその確認等を取り
消すことができる。 
（関係図書の提出） 

第１０条 省令第１条の３第７項の規定により，施行条例第２条第２項ただし書，第４条第１
項ただし書，第５条第１項ただし書，第２項ただし書及び第３項ただし書，第６条第１項た
だし書及び第２項ただし書並びに第８条第１項の規定の適用を受けようとする者は，市長が
必要と認める関係図書を提出しなければならない。 

２ 前項に掲げるもののほか，市長又は建築主事は，法，政令，省令又は施行条例の規定に適
合するものであることについての確認をするため特に必要があると認める図書の提出を求め
ることができる。 
（特殊建築物の指定及び定期報告） 

第１１条 法第１２条第１項の規定により市長が指定する特殊建築物は，次の各号に掲げるも
のとする。 
（１） 劇場，映画館又は演芸場の用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面積
の合計が２００平方メートルを超えるもの 

（２） 観覧場，公会堂又は集会場の用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面
積の合計が５００平方メートル（屋外観覧席にあつては１，０００平方メートル）を超え
るもの 

（３） 病院，診療所（患者の収容施設があるものに限る。），児童福祉施設等，旅館又は
ホテルの用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計が６００平方メー
トルを超えるもの又は３階以上の階をその用途に供するもの 

（４） 百貨店，マーケット，展示場，キャバレー，カフェー，ナイトクラブ，バー，ダン
スホール，遊技場，公衆浴場（個室付浴場業に限る。），待合，料理店，飲食店又は物品
販売業を営む店舗（床面積が１０平方メートル以内のものを除く。）の用途に供する建築
物で，階数が３以上で，かつ，その用途に供する部分の床面積の合計が５００平方メート
ルを超えるもの又はその用途に供する部分の床面積の合計が１，０００平方メートルを超
えるもの 

（５） 地下街の用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計が１，５０
０平方メートルを超えるもの 

２ 法第１２条第１項の規定による報告は，省令第５条第３項の報告書及び定期調査報告概要
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書に同項の調査結果表及び次の表に掲げる書類を添えてするものとする。 
種類 明示すべき事項 

附近見取図 方位，道路及び目標となる地物など 
配置図 縮尺，方位，敷地境界線，敷地内の建築物の

用途，報告に係る建築物とその他の建築物と
の別，土地の高低，敷地周囲の道路など 

各階平面図 間取り，各室の用途，防火区画及び防火戸の
位置，避難設備の位置など 

その他必要図書   
３ 省令第５条第１項の規定による報告の時期は，次の各号に掲げる建築物の区分に応じ当該

各号に定める時期とする。 
（１） 第１項第１号，第２号及び第３号に掲げる建築物の報告の時期は，昭和５４年以後
３年ごとの年の４月１日から１２月３１日までとし，かつ，前回報告した日から３年を超
えない日とする。 

（２） 第１項第４号及び第５号に掲げる建築物の報告の時期は，昭和５４年以後２年ごと
の年の４月１日から１２月３１日までとし，かつ，前回報告した日から２年を超えない日
とする。 

４ 法第１２条第１項の規定による報告に係る事項は，当該報告の日前３月以内に調査したも
のでなければならない。 

５ 省令第５条第３項の報告書及び調査結果表並びに第２項の表に掲げる書類の提出部数は，
正副２通とし，定期調査報告概要書の提出部数は，１通とする。 
（建築設備の指定及び定期報告） 

第１２条 法第１２条第３項の規定により市長が指定する建築設備は，次の各号に定めるもの
とする。 
（１） 建築物に附属するエレベーター及びエスカレーター（いずれも一戸建て等の個人住
宅に設置されたもの及び労働基準法（昭和２２年法律第４９号）別表第１号から第５号ま
でに掲げる事業の用に供される建築物の作業場の部分において，専ら生産過程の一部とし
て原材料，製品等の運搬の用途に供されるもの（専ら生産又は搬送の作業に従事する者が
運搬のために乗り込むものを含む。）で積載荷重が９８００ニュートン以上のものを除く。） 

（２） 前条第１項に掲げる建築物に設けた換気設備（法第２８条第２項ただし書又は同条
第３項の規定に基づき設けた換気設備に限る。），排煙設備（法第３５条に規定する排煙
設備で，排煙機又は送風機を設けたものに限る。）及び法第３５条に規定する非常用の照
明装置 

（３） 乗用エレベーター又はエスカレーターで観光のためのもの（一般交通の用に供する
ものを除く。） 

（４） ウォーターシュート，コースターその他これらに類する高架の遊戯施設 
（５） メリーゴーラウンド，観覧車，オクトパス，飛行塔その他これらに類する回転運動
をする遊戯施設で原動機を使用するもの 

２ 法第８８条第１項の規定において準用する法第１２条第３項の規定により市長が指定する
昇降機等は，前項第１号及び第３号から第５号までに掲げるものとする。 

３ 法第１２条第３項の規定による報告は，省令第６条第３項の報告書及び定期検査報告概要
書に同項の検査結果表を添えてするものとする。 

４ 省令第６条第１項の規定による報告の時期は，毎年４月１日から翌年の３月３１日までの
間であり，かつ，前回報告した日から１年を超えない日とする。ただし，第１項第２号に掲
げる建築設備（非常用の照明装置を除く。）については，当該建築設備が設けられた前条第
１項に掲げる建築物の種類に従い，同条第３項に定める時期とする。 
（道路の位置の指定，変更又は廃止） 

第１３条 法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定を受けようとする者は，道路
の位置の指定（変更，廃止）申請書（様式第７号）の正本及び副本に省令第９条に規定する
図書を添え市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には，承諾した者の印鑑証明書及び承諾した者が当該土地又は建築物若しく
は工作物に関して権利を有することを証する書類を添付しなければならない。 

３ 法第４２条第１項第５号に規定する道路としての位置の指定を受けたもの（以下「指定道
路」という。）の位置を変更し又は廃止しようとする場合は，前２項及び省令第１０条の規
定を準用する。ただし，市長が変更又は廃止に係る審査に必要がないと認めた図書について
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は省略することができる。 
４ 法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定を受けた者又は道路の位置の変更の

承認を受けた者は，６センチメートル角以上で長さ４５センチメートル以上のコンクリート
又はこれに類するもので造った標ぐいでその位置を表示しなければならない。ただし，側溝
その他の永久構造物によりその位置が明らかな場合は，この限りでない。 
（道路等に関する事業の施行区域内における指定道路の廃止） 

第１４条 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条の規定による供用開始がなされた道
路の区域内に存在する指定道路は，当該区域内に存在する部分に限り，前条の規定にかかわ
らず，廃止されたものとみなす。 

２ 市長は，前項の規定によりその全部又は一部が廃止された指定道路に係る部分で，特に残
存する必要がないと認めるものについては，前条の規定にかかわらず，廃止することができ
る。 

３ 市長は，土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理事業の施行地
区の区域内又は都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定による開発
許可を受けた開発区域内に存在する指定道路で，特に残存する必要がないと認めるものにつ
いては，前条の規定にかかわらず，廃止することができる。 

４ 市長は，第１項の規定により指定道路の全部又は一部が廃止されたとみなされた場合又は
前２項の規定により指定道路の全部又は一部を廃止した場合には，その旨を公告しなければ
ならない。 
（道路とみなす道） 

第１５条 法第４２条第２項の規定により，市長が指定する道は，都市計画区域内における法
第３章の規定が適用されるに至つた際現に建築物が立ち並んでいる幅員４メートル（法第４
２条第１項の規定により指定された区域内においては６メートル）未満，１．８メートル以
上の道とする。 
（建ぺい率の緩和） 

第１６条 法第５３条第３項第２号の規定により，市長が指定する街区の角にある敷地又はこ
れに準ずる敷地は，次の各号に掲げるものとする。 
（１） 街区の角（内角１２０度以内で交わる角地をいう。）にある敷地で道路（現に幅員
がそれぞれ４メートル以上のもの。以下この条において同じ。）の幅員の合計が１２メー
トル以上あり，かつ当該道路に接する長さの合計がその周囲の長さの３分の１以上あるも
の 

（２） ２以上の道路に接する敷地（街区の角にあるものを除く。）で道路の幅員の合計が
１２メートル以上あり，かつ当該道路に接する長さの合計がその周囲の長さの３分の１以
上あるもの 

（３） 直接又は道路を隔てて公園，広場，緑地，河川，沼沢又はこれらに類するものに接
する敷地で前２号に準ずるもの 

（総合設計制度） 
第１７条 法第５９条の２第１項の規定による許可の適用対象地域は，商業地域又は近隣商業

地域（都市計画において定められた容積率が３０／１０以上の地域に限る。）とする。 
２ 建築物の容積率及び各部分の高さの上限に関する許可の基準は，市長が別に定める。 
３ 政令第１３６条第３項ただし書の規定により市長が同項の表（ろ）欄に掲げる数値による

ことが不適当であると認めて定める敷地面積の規模は，次のとおりとする。 
用途地域 面積 

商業地域 ７５０平方メートル 
（一団地の総合的設計制度及び連担建築物設計制度） 

第１８条 法第８６条から第８６条の６の規定による認定又は許可の適用対象地域及び区域面
積の規模は，次の各号に掲げるものとする。 
（１） 法第８６条第１項の認定適用対象地域は岡山市全域とし，法第８６条第１項及び第
３項の規定により一の敷地とみなすこと等による制限の特例を受ける区域（以下「一団地
の区域の区域面積」という。）は政令第１３６条第３項表（ろ）欄の面積とする。 

（２） 法第８６条第２項の認定適用対象地域は，法第８６条第２項及び第４項の規定によ
り一の敷地とみなすこと等による制限の特例を受ける区域（以下「一定の一団の土地の区
域」という。）が商業地域又は近隣商業地域（都市計画において定められた容積率が，３
０／１０以上の区域に限る。）とし，区域面積は７５０平方メートル以上とする。 

（３） 法第８６条第３項及び第４項の許可適用対象地域は，一団地の区域又は一定の一団
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の土地の区域が商業地域又は近隣商業地域（都市計画において定められた容積率が，３０
／１０以上の区域に限る。）とし，政令第１３６条の１２第２項の規定により，読み替え
て適用される政令第１３６条第３項ただし書の規定により市長が同項の表（ろ）欄に掲げ
る数値によることが不適当であると認めて定める区域面積の規模は，次のとおりとする。 

用途地域 面積 
近隣商業地域 １，０００平方メートル 
商業地域 ７５０平方メートル 
２ 建築物の容積率及び各部分の高さの上限に関する認定及び許可の基準は，市長が別に定め

る。 
（建築物の後退距離の算定の特例） 

第１９条 政令第１３０条の１２第５号の規定により市長が定める建築物の部分は，当該敷地
内の建築物の一部で，法第４４条第１項第４号の規定による許可を受けた公共用歩廊その他
政令第１４５条第２項に定める建築物に接続する部分とする。 
（道路面と敷地の地盤面とに著しく高低差のある場合） 

第２０条 政令第１３５条の２第２項の規定により建築物の敷地の地盤面が前面道路より３メ
ートル以上高く，かつ土地の状況その他により安全上支障がない場合においては，その前面
道路は，敷地の地盤面と前面道路との高低差から２メートルを減じたものだけ高い位置にあ
るものとみなす。 
（垂直積雪量） 

第２１条 政令第８６条第３項の規定により市長が定める垂直積雪量は，次の式により算定し
た数値とする。 
垂直積雪量（単位メートル）＝（標高（単位メートル）－２．０）×０．０００４＋０．
２６ 

（法第２２条の規定に基づく指定区域） 
第２２条 法第２２条の規定により指定する区域は，都市計画区域内で防火地域及び準防火地

域を除く岡山市全域とする。 
（し尿浄化槽を設ける区域のうち衛生上特に支障があると認める区域の指定） 

第２３条 政令第３２条第１項の表に掲げる特定行政庁が衛生上特に支障があると認めて指定
する区域は，下水道法（昭和３３年法律第７９号）第４条第１項の規定により定められた事
業計画において，法第６条第１項の確認の申請の日から２年以内に下水道法第２条第８号に
規定する処理区域に予定されている区域を除く岡山市全域とする。 
（住宅の容積率緩和の規定を適用しない区域） 

第２４条 法第５２条第８項第１号の規定により，市長が岡山市都市計画審議会の議を経て指
定する区域は，第１種住居地域，第２種住居地域，準住居地域，準工業地域，近隣商業地域，
商業地域とする。ただし，旧灘崎町及び旧瀬戸町の区域を除く。 
（住宅の容積率緩和の規定を適用する区域等） 

第２５条 法第５２条第８項第１号の規定により，都市計画審議会の議を経て指定する区域は，
旧灘崎町及び旧瀬戸町の区域内の，第１種住居地域，第２種住居地域，準住居地域，準工業
地域，近隣商業地域及び商業地域とする。 

２ 法第５２条第８項の規定により別に定めた数値は，次のとおりとする。 
Vr＝Vc×［１＋｛〔３／（３－R）－１〕×０．４｝］ 
この式においてVr，Vc及びRは，それぞれ次の数値を表すものとする。 
Vr 法第５２条第８項に規定する別に定めた数値 
Vc 建築物がある用途地域に関する都市計画において定められた容積率 
R 建築物の住宅の用途に供する部分の床面積の合計のその延べ面積に対する割合。ただし，

住宅の用途に供する部分の床面積の合計の延べ面積に対する割合が４分の１未満の場合
は０とする。 

（用途地域の指定のない区域の容積率，建ぺい率及び建築物の各部分の高さ） 
第２６条 法第５２条第１項第６号，法第５３条第１項第６号，法第５６条第１項第１号及び

法別表第３第５号（に）欄並びに法第５６条第１項第２号二に規定する，特定行政庁が都市
計画審議会の議を経て定める数値は，次の各号に掲げるものとする。 
（１） 建築基準法第５２条第１項第６号に規定する数値 ２０／１０ 

ただし，旧灘崎町及び旧瀬戸町の区域は１０／１０とする。 
（２） 建築基準法第５３条第１項第６号に規定する数値 ６／１０ 

ただし，市道高松稲荷１２号線地先（高松稲荷４８１番地）から市道高松稲荷７号線地
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先（高松稲荷６８１番地）までの市道高松稲荷高松線（高松稲荷参道）の道路境界から３
０mの区域内は７／１０とし，旧灘崎町の区域は５／１０とする。 

（３） 建築基準法第５６条第１項第１号及び同法別表第３第５号（に）欄に規定する数値 
１．５ 

（４） 建築基準法第５６条第１項第２号二に規定する数値 ２．５ 
（磁気ディスク等で手続ができる区域） 

第２７条 法施行規則第１１条の３の規定により，磁気ディスク等で手続ができる区域は，岡
山市全域とする。 

附 則 
（施行期日） 

１ この規則は，昭和４８年７月１日から施行する。 
（用途地域等に関する経過措置） 

２ この規則の施行の際，現に建築基準法の一部を改正する法律（昭和４５年法律第１０９号。
以下「改正法」という。）附則第１３項の規定による改正前の都市計画法（昭和４３年法律
第１００号）第２章の規定による都市計画において定められている用途地域に関しては，改
正法の施行の日（昭和４６年１月１日）から起算して３年を経過する日までの間は，この規
則による改正前の岡山市建築基準法施行細則は，なおその効力を有する。ただし，３年を経
過する日以前に改正法附則第１３項の規定による改正後の都市計画法第２章の規定により，
当該都市計画について用途地域が決定されたときは，この限りでない。 

附 則（昭和５１年市規則第９号） 
この規則は，昭和５１年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５２年市規則第６７号） 
この規則は，昭和５２年１２月１日から施行する。 

附 則（昭和５３年市規則第７号） 
この規則は，昭和５３年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５４年市規則第７号） 
この規則は，昭和５４年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５６年市規則第１号） 
この規則は，昭和５６年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５７年市規則第６号） 
この規則は，昭和５７年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５９年市規則第１６号） 
この規則は，昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年市規則第７０号） 
この規則は，昭和６２年１月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年市規則第８８号の２） 
この規則は，昭和６２年１１月１６日から施行する。 

附 則（昭和６３年市規則第１号） 
この規則は，昭和６３年２月１日から施行する。 

附 則（平成元年市規則第８号） 
この規則は，平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年市規則第１１号） 
この規則は，平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年市規則第１５号） 
この規則は，平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年市規則第５８号） 
（施行期日） 

１ この規則は，平成５年６月２５日から施行する。 
（用途地域に関する経過措置） 

２ この規則の施行の際，現に都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成４年法
律第８２号。以下「改正法」という。）第１条の規定による改正前の都市計画法（昭和４３
年法律第１００号）第２章の規定により定められている都市計画区域内の用途地域に関して
は，改正法附則第４条の規定が適用される間は，この規則による改正前の岡山市建築基準法
施行細則は，なおその効力を有する。 

附 則（平成６年市規則第１３２号） 
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この規則は，平成６年９月１日から施行する。 
附 則（平成８年市規則第８８号） 

この規則は，公布の日から施行する。 
附 則（平成１１年市規則第１２１号） 

この規則は，公布の日から施行し，同日前に申請のあつた許可等又は確認の申請については，
なお従前の例による。 

附 則（平成１２年市規則第６４号） 
この規則は，平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年市規則第１７６号） 
この規則は，平成１２年９月２９日から施行する。 

附 則（平成１２年市規則第１９６号） 
この規則は，平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１３年市規則第１６５号） 
この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１４年市規則第１０６号） 
この規則は，平成１４年５月１日から施行する。 

附 則（平成１５年市規則第２６号） 
この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１６年市規則第３０号） 
（施行期日） 

１ この規則は，平成１６年４月１日から施行する。 
（建築確認事務等手数料の減免に関する経過措置） 

２ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号），都市計画法（昭和４３年法律第１００号），
都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に基づく事業その他の公共事業の施行により移転
されるもののうち，この規則の施行前に締結された当該移転に関する補償契約に係るものに
ついては，この規則による改正後の第３条の規定にかかわらず，平成１７年３月３１日まで
の間は，当該事業より補償の対象となった建築物の延べ床面積から算出された確認事務等手
数料の額で，確認事務等手数料として補償されなかった額を減額又は免除することができる。 

附 則（平成１７年市規則第１７４号） 
この規則は，平成１７年３月２２日から施行する。 

附 則（平成１８年市規則第７６号） 
この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年市規則第２９０号） 
この規則は，平成１９年１月２２日から施行する。 

附 則（平成１９年市規則第２８３号） 
この規則は，建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律（平成

１８年法律第９１号）の施行の日から施行する。 
附 則（平成１９年市規則第３０８号） 

この規則は，公布の日から施行する。 
附 則（平成２１年市規則第２９号） 

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 
附 則（平成２１年市規則第１３８号） 

この規則は，平成２１年６月４日から施行する。 
附 則（平成２２年市規則第１６４号） 

この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 
附 則（平成２７年市規則第１３２号） 

この規則は，平成２７年６月１日から施行する。 
＊別表・様式省略 
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○岡山市建築関係事務手数料条例 
平成１２年３月２２日 

市条例第１６号 
改正 平成１５年２月２５日市条例第６号 

平成１８年３月２３日市条例第９号 
平成１９年３月２７日市条例第２４号 
平成１９年９月２８日市条例第６０号 
平成２１年５月２６日市条例第３２号 
平成２２年３月２５日市条例第１８号 

平成２２年１２月２０日市条例第６１号 
平成２５年３月２５日市条例第１９号 

平成２７年７月８日市条例第５５号 
平成２８年６月３０日市条例第４３号 

（趣旨） 
第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定により徴収する建築基準法（昭和

２５年法律第２０１号。以下「法」という。），マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平
成１４年法律第７８号），長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号），
都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）及び建築物のエネルギー消費性能
の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）に基づく確認，計画通知，判定，検査，許可，承
認，認定及び指定（以下「確認等」という。）並びに建築関係書類の証明及び交付の事務に関する
手数料については，別に定めるものを除くほか，この条例の定めるところによる。 
（手数料の納付） 

第２条 法，マンションの建替え等の円滑化に関する法律，長期優良住宅の普及の促進に関する法律，
都市の低炭素化の促進に関する法律，都市の低炭素化の促進に関する法律及び建築物のエネルギー
消費性能の向上に関する法律に基づく確認等並びに建築関係書類の証明及び交付の申請をしよう
とする者は，次条から第１３条までに規定する手数料を納付しなければならない。この場合におい
て，当該手数料の額は，特別の計算単位の定めのあるものについてはその計算単位につき，その他
のものについては１件につき，それぞれ当該各条に定める額とする。 
（建築物に関する確認申請手数料及び計画通知手数料） 

第３条 法第６条第１項及び法第１８条第２項（法第８７条第１項において準用する場合を含む。）
の規定による建築物に関する確認の申請及び計画通知に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げ
る区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
（１） 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの 

ア 構造計算書のあるもの                   ９，０００円 
イ 構造計算書のないもの                   ６，０００円 

（２） 床面積の合計が３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの 
ア 構造計算書のあるもの                  １４，０００円 
イ 構造計算書のないもの                  １２，０００円 

（３） 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの 
ア 構造計算書のあるもの                  ２２，０００円 
イ 構造計算書のないもの                  ２０，０００円 

（４） 床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの 
ア 構造計算書のあるもの                  ３４，０００円 
イ 構造計算書のないもの                  ２８，０００円 

（５） 床面積の合計が５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの 
５１，０００円 

（６） 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの 
７３，０００円 

（７） 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの 
１９４，０００円 

（８） 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル以内のもの 
３３７，０００円 

（９） 床面積の合計が５０，０００平方メートルを超えるもの ５５２，０００円 
２ 前項の床面積の合計は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に定める面積について算

定する。 
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（１） 建築物を新築し，増築し，又は改築する場合 当該建築に係る部分の床面積 
（２） 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を新築し，増築し，又は改築する場合 当該

計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては，当該増加する部
分の床面積） 

（３） 建築物を移転し，大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし，又は用途を変更する場合（次
号に掲げる場合を除く。） 当該移転，大規模の修繕，大規模の模様替又は用途の変更に係る部
分の床面積の２分の１ 

（４） 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を移転し，大規模の修繕若しくは大規模の模
様替をし，又は用途を変更する場合 当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１ 

（建築設備及び工作物に関する確認申請手数料及び計画通知手数料） 
第４条 法第８７条の２又は法第８８条第１項若しくは第２項の規定による建築設備及び工作物に

関する確認申請及び計画通知に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当
該各号に定める額とする。 
（１） 建築設備を設置する場合（次号に掲げる場合を除く。）  １２，０００円 
（２） 小荷物専用昇降機を設置する場合             ６，０００円 
（３） 工作物を築造する場合                 １１，０００円 
（４） 確認を受けた建築設備の計画を変更して設置する場合（次号に掲げる場合を除く。） 

７，０００円 
（５） 確認を受けた小荷物専用昇降機の計画を変更して設置する場合 ３，０００円 
（６） 確認を受けた工作物の計画を変更して築造する場合     ６，０００円 
（建築物に関する完了検査申請手数料） 

第５条 法第７条第１項及び法第１８条第１６項の規定による建築物に関する完了検査の申請に対
する検査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
（１） 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの       １１，０００円 
（２） 床面積の合計が３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの       １

５，０００円 
（３） 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの     ２

２，０００円 
（４） 床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの  ３３，０

００円 
（５） 床面積の合計が５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの 

５４，０００円 
（６） 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの 

７４，０００円 
（７） 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの

１５５，０００円 
（８） 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル以内のもの 

２６５，０００円 
（９） 床面積の合計が５０，０００平方メートルを超えるもの ４５２，０００円 

２ 中間検査を要する場合 
（１） 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの       １１，０００円 
（２） 床面積の合計が３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの   １５，０

００円 
（３） 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの  ２１，０

００円 
（４） 床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの    ３２，

０００円 
（５） 床面積の合計が５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの 

５１，０００円 
（６） 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの 

７０，０００円 
（７） 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの 

１４９，０００円 
（８） 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル以内のもの

２５８，０００円 



- 51 - 

（９） 床面積の合計が５０，０００平方メートルを超えるもの ４４７，０００円 
３ 前項の床面積の合計は，建築物を新築し，増築し，又は改築した場合にあっては当該新築，増築

又は改築に係る部分の床面積について算定し，建築物を移転し，又は大規模の修繕若しくは大規模
の模様替をした場合にあっては当該移転，大規模の修繕又は大規模の模様替に係る部分の床面積の
２分の１について算定する。 
（建築設備及び工作物に関する完了検査申請手数料） 

第６条 法第８７条の２又は法第８８条第１項若しくは第２項の規定による建築設備及び工作物に
関する完了検査の申請に対する検査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定め
る額とする。 
（１） 建築設備（次号に掲げる場合を除く。）         １８，０００円 
（２） 小荷物専用昇降機                   １１，０００円 
（３） 工作物                        １３，０００円 
（建築物に関する中間検査手数料） 

第７条 法第７条の３及び法第１８条第１９項の規定による建築物の中間検査の申請に対する検査
手数料は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
（１） 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの       １１，０００円 
（２） 床面積の合計が３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの  

１４，０００円 
（３） 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの   ２１，

０００円 
（４） 床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの   ３１，

０００円 
（５） 床面積の合計が５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの 

４９，０００円 
（６） 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの 

６６，０００円 
（７） 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの 

１３４，０００円 
（８） 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル以内のもの 

２３０，０００円 
（９） 床面積の合計が５０，０００平方メートルを超えるもの ３９６，０００円 
（建築許可等申請手数料） 

第８条 法及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律に基づく許可，承認，認定又は指定の申
請に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる事務の区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
（１） 法第７条の６第１項第１号若しくは第２号又は法第１８条第２４項第１号若しくは第２号

（これらの規定を法第８７条の２第１項又は法第８８条第１項若しくは第２項において準用す
る場合を含む。）の規定による検査済証の交付を受ける前における建築物等の仮使用の認定の申
請に対する審査        １２０，０００円 

（２） 法第４２条第１項第５号の規定に基づく道路の位置の指定，変更又は廃止の申請に対する
審査                       ５０，０００円 

（３） 法第４３条第１項ただし書の規定による建築物の敷地と道路との関係の建築の許可の申請
に対する審査                   ３３，０００円 

（４） 法第４４条第１項第２号の規定による公衆便所等の道路内における建築の許可の申請に対
する審査                     ３３，０００円 

（５） 法第４４条第１項第３号の規定による道路内における建築の認定の申請に対する審査 
２７，０００円 

（６） 法第４４条第１項第４号の規定による公共用歩廊等の道路内における建築の許可の申請に
対する審査                   １６０，０００円 

（７） 法第４７条ただし書の規定による壁面線外における建築の許可の申請に対する審査 
１６０，０００円 

（８） 法第４８条第１項ただし書，第２項ただし書，第３項ただし書，第４項ただし書，第５項
ただし書，第６項ただし書，第７項ただし書，第８項ただし書，第９項ただし書，第１０項ただ
し書，第１１項ただし書，第１２項ただし書又は第１３項ただし書（法第８７条第２項若しくは
第３項又は第８８条第２項において準用する場合を 含む。）の規定による用途地域等における
建築等の許可の申請に対する審査   
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           １８０，０００円 
（９） 法第５１条ただし書（法第８７条第２項若しくは第３項又は第８８条第２項において準用

する場合を含む。）の規定による特殊建築物等の敷地の位置の許可の申請に対する審査   
１６０，０００円 

（１０） 法第５２条第１０項，第１１項又は第１４項の規定による建築物の延べ面積の敷地面積
に対する割合に関する特例の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（１１） 法第５３条第４項又は第５項第３号の規定による建築物の建築面積の敷地面積に対する
割合に関する制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査       

        ３３，０００円 
（１２） 法第５３条の２第１項第３号又は第４号（法第５７条の５第３項において準用する場合

を含む。）の規定による建築物の敷地面積の許可の申請に対する審査    
        １６０，０００円 

（１３） 法第５５条第２項の規定による建築物の高さに関する特例の認定の申請に対する審査 
２７，０００円 

（１４） 法第５５条第３項各号の規定による建築物の高さの許可の申請に対する審査 １６０，０
００円 

（１５） 法第５６条の２第１項ただし書の規定による日影による建築物の高さの特例の許可の申
請に対する審査                 １６０，０００円 

（１６） 法第５７条第１項の規定による高架の工作物内に設ける建築物の高さに関する制限の適
用除外に係る認定の申請に対する審査        ２７，０００円 

（１７） 法第５７条の２第１項の規定に基づく特例容積率適用地区内における特例容積率の限度
の指定の申請に対する審査 
ア 特例敷地の数が２である場合               ７８，０００円 
イ 特例敷地の数が３以上である場合 ７８，０００円に２を超える特例敷地の数に２８，００

０円を乗じて得た額を加算した額 
（１８） 法第５７条の３第１項の規定に基づく特例容積率適用地区内における特例容積率の限度

の指定の取消しの申請に対する審査 
ア 特例敷地の数が１である場合               １８，４００円 
イ 特例敷地の数が２以上である場合 １８，４００円に１を超える特例敷地の数に１２，００

０円を乗じて得た額を加算した額 
（１９） 法第５７条の４第１項の規定に基づく特例容積率適用地区内の建築物の高さの制限に関

する特例の許可の申請に対する審査        １６０，０００円 
（２０） 法第５９条第１項第３号の規定による高度利用地区における建築物の延べ面積の敷地面

積に対する割合，建築面積の敷地面積に対する割合，建築面積又は壁面の位置の特例の許可の申
請に対する審査            １６０，０００円 

（２１） 法第５９条第４項の規定による高度利用地区における建築物の各部分の高さの許可の申
請に対する審査                 １６０，０００円 

（２２） 法第５９条の２第１項の規定による敷地内に広い空地を有する建築物の延べ面積の敷地
面積に対する割合又は各部分の高さの特例の許可の申請に対する審査 

 １６０，０００円 
（２３） 法第６０条の２第１項第３号の規定に基づく都市再生特別地区における建築物の容積率

及び建ぺい率，建築物の建築面積並びに建築物の高さの制限の適用除外に係る許可の申請に対す
る審査                １６０，０００円 

（２４） 法第６７条の３第３項第２号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域における建築
物の敷地面積の最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査  

                    １６０，０００円 
（２５） 法第６７条の３第５項第２号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域における建築

物の壁面の位置の制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査  
１６０，０００円 

（２６） 法第６７条の３第９項第２号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域における建築
物の開口率及び高さの最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査
１６０，０００円 

（２７） 法第６８条第１項第２号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の高さの最高限
度又は最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請の審査  

１６０，０００円 
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（２８） 法第６８条第２項第２号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の壁面の位置の
制限の適用除外に係る許可の申請の審査      １６０，０００円 

（２９） 法第６８条第３項第２号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の敷地面積の最
低限度の制限の適用除外に係る許可の申請の審査  １６０，０００円 

（３０） 法第６８条第５項の規定に基づく景観地区の区域における建築物の各部分の高さに関す
る制限の適用除外に係る認定の申請の審査      ２７，０００円 

（３１） 法第６８条の３第１項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のうち再開発等
促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合に関
する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査  

２７，０００円 
（３２） 法第６８条の３第２項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のうち再開発等

促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の建築面積の敷地面積に対する割合に関
する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 

 ２７，０００円 
（３３） 法第６８条の３第３項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のうち再開発等

促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の高さに関する制限の適用除外に係る認
定の申請に対する審査          ２７，０００円 

（３４） 法第６８条の３第４項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のうち再開発等
促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の高さに関する制限の適用除外に係る許
可の申請に対する審査          １６０，０００円 

（３５） 法第６８条の３第７項の規定に基づく地区計画の区域のうち開発整備促進区で地区整備
計画が定められているものの区域における用途地域等の制限の適用除外に係る認定の申請に対
する審査                 ２７，０００円 

（３６） 法第６８条の４の規定に基づく地区計画等の区域における公共施設の整備の状況に応じ
た建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審
査                    ２７，０００円 

（３７） 法第６８条の５の２の規定に基づく防災街区整備地区計画の区域内における建築物の延
べ面積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審査 
２７，０００円 

（３８） 法第６８条の５の３第２項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域における建
築物の各部分の高さに関する制限の特例に係る許可の申請に対する審査 

           １６０，０００円 
（３９） 法第６８条の５の５第１項の規定に基づく地区計画等の区域における建築物の延べ面積

の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審査 
２７，０００円 

（４０） 法第６８条の５の５第２項の規定に基づく地区計画等の区域における建築物の各部分の
高さの認定の申請に対する審査            ２７，０００円 

（４１） 法第６８条の５の６の規定に基づく地区計画等の区域における建築物の建築面積の敷地
面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審査 

 ２７，０００円 
（４２） 法第６８条の７第５項の規定による予定道路に係る建築物の延べ面積の敷地面積に対す

る割合に関する特例の許可の申請に対する審査    １６０，０００円 
（４３） 法第８５条第５項の規定による仮設建築物の建築の許可の申請に対する審査１２０，０

００円 
（４４） 法第８６条第１項の規定による総合的設計による一団地の１又は２以上の建築物の特例

の認定の申請に対する審査 
ア 建築物の数が２以下である場合              ７８，０００円 
イ 建築物の数が３以上である場合 ７８，０００円に２を超える建築物の数に２８，０００円

を乗じて得た額を加算した額 
（４５） 法第８６条第２項の規定による既存建築物を前提とした総合的設計による建築物の特例

の認定の申請に対する審査 
ア 建築物（既存建築物を除く。以下この号において同じ。）の数が１である場合 

 ７８，０００円 
イ 建築物の数が２以上である場合 ７８，０００円に１を超える建築物の数に２８，０００円

を乗じて得た額を加算した額 
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（４６） 法第８６条第３項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する総合的計画による一団地の
１又は２以上の建築物の特例の許可の申請に対する審査 
ア 建築物の数が２以下である場合             ２３８，０００円 
イ 建築物の数が３以上である場合 ２３８，０００円に２を超える建築物の数に２８，０００

円を乗じて得た額を加算した額 
（４７） 法第８６条第４項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する既存建築物を前提とした総

合的設計による建築物の特例の許可の申請に対する審査 
ア 建築物の数が１である場合               ２３８，０００円 
イ 建築物の数が２以上である場合 ２３８，０００円に１を超える建築物の数に２８，０００

円を乗じて得た額を加算した額 
（４８） 法第８６条の２第１項の規定に基づく一敷地内建築物以外の建築物の建築の認定の申請

に対する審査 
ア 建築物（一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。）の数が１である場合 

７８，０００円 
イ 建築物の数が２以上である場合 ７８，０００円に１を超える建築物の数に２８，０００円

を乗じて得た額を加算した額 
（４９） 法第８６条の２第２項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する一敷地内建築物以外の

建築物の建築の許可の申請に対する審査 
ア 建築物（一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。）の数が１である場合 

２３８，０００円 
イ 建築物の数が２以上である場合 ２３８，０００円に１を超える建築物の数に２８，０００

円を乗じて得た額を加算した額 
（５０） 法第８６条の２第３項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する一敷地内建築物以外の

建築物の建築の許可の申請に対する審査 
ア 建築物（一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。）の数が１である場合 

２３８，０００円 
イ 建築物の数が２以上である場合 ２３８，０００円に１を超える建築物の数に２８，０００

円を乗じて得た額を加算した額 
（５１） 法第８６条の５第１項の規定による複数建築物の認定の取消しの申請に対する審査 ６，

４００円に現に存する建築物の数に１２，０００円を乗じて得た額を加算した額 
（５２） 法第８６条の６第２項の規定による一団地の住宅施設に関する都市計画に基づく建築物

の延べ面積の敷地面積に対する割合，建築面積の敷地面積に対する割合，外壁の後退距離又は高
さに関する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 

 ２７，０００円 
（５３） 法第８６条の８第１項の規定に基づく既存の１の建築物について２以上の工事に分けて

行う場合の制限の緩和の認定の申請に対する審査   ２７，０００円 
（５４） 法第８６条の８第３項の規定に基づく既存の１の建築物について２以上の工事に分けて

行う場合の制限の緩和の変更の認定の申請に対する審査 ２７，０００円 
（５５） マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１０５条第１項の規定による容積率に関

する特例の許可の申請に対する審査        １６０，０００円 
（建築台帳記載事項証明の交付手数料） 

第９条 法第１２条第８項に規定する台帳に記載した事項を証する書面の交付手数料の額は，３００
円とする。 
（建築関係書類の写しの交付手数料） 

第１０条 法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定に係る図面及び建築基準法施行規
則（昭和２５年建設省令第４０号）第１１条の４第１項第１号から第６号までに規定する書類の写
しの交付手数料の額は，３００円とする。 
（長期優良住宅の認定申請手数料） 

第１１条 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条第１項から第３項までの規定による長期
優良住宅建築等計画（以下「長期優良住宅建築等計画」という。）の認定の申請（次項に掲げる申
請を除く。）に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定め
る額とする。 
(1) 住宅を新築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第５条第１項の登録住宅
性能評価機関（以下「登録住宅性能評価機関」という。）が交付する適合証（当該長期優良住
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宅建築等計画が長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号から第５号まで
に掲げる基準に適合していることを証する書類をいう。以下この項において同じ。）の提出が
ある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
(ｱ) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。以下こ

の条において同じ。）                   ６，１００円 
(ｲ)  共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいう。以下この条に

おいて同じ。） 床面積（当該申請に係る住宅が属する一の建築物の床面積をいう。以下
この項において同じ。）の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物における認定
の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その
端数金額を切り捨てた額） 
ａ ５００平方メートル以内のもの            １２，３００円 
ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの  

２１，８００円 
ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの  

３１，４００円 
ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの  

５８，８００円 
ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの 

  １０１，２００円 
ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの  

１６６，９００円 
ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

 ２０５，３００円 
ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの       ２１８，９００円 

イ 登録住宅性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書（住宅の品質確保の促進等に関する法
律第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書をいい，当該長期優良住宅建築等計画に係る住
宅が長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準のうち設計住
宅性能評価書の項目となる部分に適合していることを証するものに限る。）の写しの提出があ
る場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
(ｱ) 一戸建ての住宅                      １５，８００円 
(ｲ)  共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物における認定の

申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端
数金額を切り捨てた額） 
ａ ５００平方メートル以内のもの            ５８，４００円 
ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの  

９２，３００円 
ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの  

１７７，８００円 
ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの  

３００，９００円 
ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの 

 ４６６，６００円 
ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

  ８４４，０００円 
ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

 １，１５４，５００円 
ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの     １，３９６，７００円 

ウ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
(ｱ) 一戸建ての住宅                     ４６，１００円 
(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物における認定の

申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端
数金額を切り捨てた額） 
ａ ５００平方メートル以内のもの           １０８，８００円 
ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの 

 １７４，１００円 
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ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの 
 ３４４，２００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの 
 ６１６，５００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの  
１，０６０，０００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 
 １，９６１，２００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 
  ２，８０２，３００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの     ３，４３２，９００円 
(2) 住宅を増築又は改築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

  ア 適合証の提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
   (ｱ) 一戸建ての住宅                                        ９，３００円 
   (ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物における認定の申

請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金
額を切り捨てた額） 
ａ ５００平方メートル以内のもの                      １８，７００円 
ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの 

 ３３，３００円 
ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの  

４７，９００円 
ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの  

８９，６００円 
ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの  

１５４，２００円 
ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

 ２５４，３００円 
ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

 ３１２，７００円 
ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの            ３３３，６００円 

  イ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
   (ｱ) 一戸建ての住宅                                      ７０，４００円 
   (ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物における認定の申

請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金
額を切り捨てた額） 
ａ ５００平方メートル以内のもの                    １６５，７００円 
ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの 

 ２６５，３００円 
ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの 

 ５２４，３００円 
ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの 

 ９３９，２００円 
ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの 

 １，６１４，８００円 
ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

 ２，９８７，８００円 
ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

 ４，２６９，０００円 
ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの        ５，２２９，７００円 

２ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第２項の規定による申出がある場合の同法第５
条第１項から第３項までの規定による長期優良住宅建築等計画の認定の申請に対する審査手数料
の額は，前項に定める額と当該申請に係る住宅が属する一の建築物について第３条又は第４条に定
める額を当該建築物における認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の
端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額）を合算した額とする。 
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３ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８条第１項の規定による認定長期優良住宅建築等計
画（同法第９条第１項の認定長期優良住宅建築等計画をいう。以下同じ。）の変更の認定の申請（次
項及び第５項に掲げる申請を除く。）に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，
それぞれ当該各号に定める額とする。 
(1) 住宅を新築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る部分の認
定長期優良住宅建築等計画の変更について，登録住宅性能評価機関が交付する当該変更の内容
に係る適合証（当該変更後の認定長期優良住宅建築等計画が同号に掲げる基準に適合している
ことを証する書類をいう。以下この項において同じ。）及び設計住宅性能評価書（住宅の品質
確保の促進等に関する法律第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書をいい，当該変更後の
認定長期優良住宅建築等計画に係る住宅が同号に掲げる基準のうち設計住宅性能評価書の評
価項目となる部分に適合していることを証するものに限る。以下この号において同じ。）の写
しの提出がない場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
(ｱ) 一戸建ての住宅                      ２３，０００円 
(ｲ) 共同住宅等 床面積（当該申請に係る住宅が属する一の建築物の床面積のうち当該変更

に係る部分の２分の１（床面積の増加する部分にあっては，当該増加する部分）の床面積
をいう。以下この項において同じ。）の区分に応じ，第１項第１号ウ（イ）にそれぞれ定
める額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に
１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

イ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る部分の認
定長期優良住宅建築等計画の変更について，設計住宅性能評価書の写しの提出がある場合 次
に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
(ｱ) 一戸建ての住宅                       ７，９００円 
(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第１号イ（イ）にそれぞれ定める額に２分の

１を乗じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除して得た額
（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ウ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
(ｱ) 一戸建ての住宅                        ３，０００円 
(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第１号ア（イ）にそれぞれ定める額に２分の

１を乗じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除して得た額
（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

(2) 住宅を増築又は改築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ア 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る部分の認

定長期優良住宅建築等計画の変更について，適合証の提出がない場合 次に掲げる住宅の区分
に応じ，それぞれ次に定める額 
(ｱ) 一戸建ての住宅                                      ３５，２００円 
(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号イにそれぞれ定める額に２分の１を乗

じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その
額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

イ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
(ｱ) 一戸建ての住宅                                        ４，６００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号アにそれぞれ定める額に２分の１を乗じて
得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１０
０円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

４ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８条第２項において準用する同法第６条第２項の規
定による申出がある場合の同法第８条第１項の規定による認定長期優良住宅建築等計画の変更の
認定の申請に対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る住宅が属する一の建築物
について第３条又は第４条に定める額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で
除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額）を合算
した額とする。 

５ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第９条第１項の規定による譲受人を決定した場合にお
ける同法第８条第１項の規定による認定長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請に対する審
査手数料の額は，３，０００円とする。 

６ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第１０条の規定による計画の認定を受けた地位の承継
の承認申請に対する審査手数料の額は，３，０００円とする。 
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（低炭素建築物の認定申請手数料） 
第１２条 都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の規定による低炭素建築物新築等計

画（以下「低炭素建築物新築等計画」という。）の認定の申請（次項に掲げる申請を除く。）に対
する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 
（１） エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第７６条第１項の登

録建築物調査機関（以下「登録建築物調査機関」という。）及び登録住宅性能評価機関（当該申
請に係る建築物が住宅の用に供する場合に限る。）が交付する適合証（当該低炭素建築物新築等
計画が都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第１項各号に掲げる基準に適合しているこ
とを証する書類をいう。以下この項において同じ。）又は登録住宅性能評価機関が交付する設計
住宅性能評価書（当該低炭素建築物新築等計画が日本住宅性能表示基準（平成１３年国土交通省
告示第１３４６号）別表１の５の５－１断熱等性能等級に係る評価が等級４であって，かつ，同
表の５の５－２一次エネルギー消費量等級に係る評価が等級５であることを証するものに限
る｡）の写しの提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ア 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。以下この条

において同じ。）                 ４，５００円 
イ 共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいう。以下この条におい

て同じ。） 住戸の戸数及び共用部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を合算し
た額 
（ア） 住戸部分のみの認定 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a １戸のもの                       ４，５００円 
b １戸を超え，５戸以内のもの               ９，１００円 
c ５戸を超え，１０戸以内のもの             １５，７００円 
d １０戸を超え，２５戸以内のもの            ２６，１００円 
e ２５戸を超え，５０戸以内のもの            ４３，８００円 
f ５０戸を超え，１００戸以内のもの           ７８，５００円 
g １００戸を超え，２００戸以内のもの         １２４，０００円 
h ２００戸を超え，３００戸以内のもの         １５７，０００円 
i ３００戸を超えるもの                １６７，０００円 

（イ） 建築物全体の認定又は建築物全体及び住戸の認定 住戸の戸数の区分に応じた（ア）
の額に，共用部分の床面積（共用部分の床面積が０の場合を除く。以下この条において同
じ。）の区分に応じ，それぞれ次に定める額を加えて得た額 
a ３００平方メートル以内のもの              ９，１００円 
b ３００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの 

 ２６，１００円 
c ２，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの  

７８，５００円 
d ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの  

１２４，０００円 
e １０，０００平方メートルを超え，２５，０００平方メートル以内のもの  

１５７，０００円 
f ２５，０００平方メートルを超えるもの        １９６，０００円 

ウ 複合建築物（非住宅部分を有する共同住宅等をいう。以下この条において同じ。） 住戸の
戸数，住戸の共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額
を合算した額 
（ア） 住戸部分のみの認定 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれイ（ア）に定める額 
（イ） 建築物全体の認定又は建築物全体及び住戸の認定 住戸の戸数の区分に応じたイ（ア）

の額に，共用部分の床面積の区分に応じたイ（イ）の額及び非住宅部分の床面積の区分に
応じたイ（イ）の額を加えて得た額 

エ 非住宅建築物（非住宅部分のみにより構成される建築物をいう。以下この条において同じ。） 
（ア） 建築物全体の認定 非住宅建築物の床面積の区分に応じ，それぞれイ（イ）に定める

額 
（２） その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅                     ３３，３００円 
イ 共同住宅等 住戸の戸数及び共用部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を合算

した額 
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（ア） 住戸部分のみの認定 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
a １戸のもの                      ３３，３００円 
b １戸を超え，５戸以内のもの              ６７，４００円 
c ５戸を超え，１０戸以内のもの             ９４，９００円 
d １０戸を超え，２５戸以内のもの                   １３３，０００円 
e ２５戸を超え，５０戸以内のもの                   １９１，０００円 
f ５０戸を超え，１００戸以内のもの                 ２７５，０００円 
g １００戸を超え，２００戸以内のもの               ３７２，０００円 
h ２００戸を超え，３００戸以内のもの               ４８８，０００円 
i ３００戸を超えるもの                             ５７３，０００円 

（イ） 住棟全体の認定又は住棟全体及び住戸の認定 住戸の戸数の区分に応じた（ア）の額
に，共用部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を加えて得た額 
a ３００平方メートル以内のもの                     １０６，０００円 
b ３００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの  

１７６，０００円 
c ２，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの 

   ２７４，０００円 
d ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの 

 ３５２，０００円 
e １０，０００平方メートルを超え，２５，０００平方メートル以内のもの  

４２１，０００円 
f ２５，０００平方メートルを超えるもの             ４９０，０００円 

ウ 複合建築物 住戸の戸数，住戸の共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積の区分に応じ，
それぞれ次に定める額を合算した額 
（ア） 住戸部分のみの認定 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれイ（ア）に定める額 
（イ） 建築物全体の認定又は建築物全体及び住戸の認定 住戸の戸数の区分に応じたイ（ア）

の額に，共用部分の床面積の区分に応じたイ（イ）の額及び非住宅部分の床面積の区分に
応じたイ（イ）の額に，非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を加え
て得た額 
a ３００平方メートル以内のもの                     １２９，０００円 
b ３００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの  

１９９，０００円 
c ２，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの  

２６０，０００円 
d ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの 

 ３０４，０００円 
e １０，０００平方メートルを超え，２５，０００平方メートル以内のもの  

３５２，０００円 
f ２５，０００平方メートルを超えるもの             ３９２，０００円 

エ 非住宅建築物 
（ア） 建築物全体の認定 非住宅建築物の床面積の区分に応じたイ（イ）の額に，ウ（イ）

の額を加えて得た額 
２ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定による申出がある場合の低炭素建築

物新築等計画の認定の申請に対する手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る建築物につい
て第３条又は第４条に定める額を合算した額とする。 

３ 低炭素建築物新築等計画の認定を受けた建築物について，技術的基準の審査に係る都市の低炭素
化の促進に関する法律第５５条第１項の規定による計画の変更認定に対する審査手数料の額は，次
の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 
（１） 登録建築物調査機関及び登録住宅性能評価機関（当該申請に係る建築物が住宅の用に供す

る場合に限る｡）が交付する変更適合証（当該変更後の低炭素建築物新築等計画が法第５５条第
１項の基準に適合していることを証する書面をいう。以下この項において同じ｡）又は登録住宅
性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書（当該変更後の低炭素建築物新築等計画が日本住宅
性能表示基準別表１の５の５－１断熱等性能等級に係る評価が等級４であって，かつ，同表の５
の５－２一次エネルギー消費量等級に係る評価が等級５であることを証するものに限る。）の写
しの提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
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ア 一戸建ての住宅                                          ２，２００円 
イ 共同住宅等 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，住戸の戸数及び共用部分

の床面積の区分に応じ，それぞれ第１項第２号イ（ア）及び（イ）に定める額を加えて得た額
に２分の１を乗じて得た額に，追加される部分の住戸の戸数及び共用部分の床面積の区分に応
じ，それぞれ第１項第２号イ（ア）及び（イ）に定める額を加えて得た額（その額に１００円
未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ウ 複合建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，住戸の戸数，住戸の共用
部分の床面積及び非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞれ第１項第１号イ（ア）及び（イ）
に定める額を加えて得た額に２分の１を乗じて得た額に，追加される部分の住戸の戸数，共用
部分の床面積及び非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞれ第１項第１号イ（ア）及び（イ）
に定める額を加えて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り
捨てた額） 

エ 非住宅建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，非住宅部分の床面積の
区分に応じ，それぞれ第１項第１号イ（イ）に定める額に２分の１を乗じて得た額に，追加さ
れる部分の非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞれ第１項第１号イ（イ）に定める額を加
えて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

（２） その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ア 一戸建ての住宅                                        １６，６００円 
イ 共同住宅等 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，住戸の戸数及び共用部分

の床面積それぞれの２分の１の戸数及び床面積に，追加される部分の住戸の戸数及び共用部分
の床面積を加えた戸数及び床面積の区分に応じ，それぞれ第１項第２号イ（ア）及び（イ）に
定める額を合算した額 

ウ 複合建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，住戸の戸数，住戸の共用
部分の床面積及び非住宅部分の床面積それぞれの２分の１の戸数及び床面積に，追加される部
分の住戸の戸数，共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積を加えた戸数及び床面積の区分に
応じ，それぞれ第１項第２号イ（ア）及び（イ）並びに同号ウに定める額を合算した額 

エ 非住宅建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，非住宅部分の床面積の
２分の１に追加される部分の非住宅部分の床面積を加えた床面積の区分に応じ，それぞれ第１
項第２号イ（イ）及び同号ウに定める額を合算した額 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第２項の規定において準用する同法第５４条第２
項の規定による申出がある場合の同法第５５条第１項の規定による計画の変更認定に対する審査
手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る建築物についての計画の変更に対する第３条又は
第４条に定める額を合算した額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り
捨てた額）とする。 

５ 低炭素建築物新築等計画の認定を受けた建築物について，技術的基準の審査に係る部分以外の都
市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項の規定による計画の変更認定に対する審査手数
料の額は，２，２００円とする。 
（建築物エネルギー消費性能向上計画等の認定申請手数料） 

第１３条 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条第１項の規定による建築物エ
ネルギー消費性能向上計画（同法第２９条第１項に規定する建築物エネルギー消費性能向上計画を
いう。以下この条において同じ｡）の認定の申請（次項に掲げる申請を除く｡）に対する審査手数料
の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 
(1) 登録建築物調査機関若しくは登録住宅性能評価機関が交付する適合証（当該申請に係る建築物
エネルギー消費性能向上計画が建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条第１
項各号に掲げる基準に適合していることを証する書類をいう。）又は登録住宅性能評価機関が交
付する設計住宅性能評価書（当該申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が日本住宅性能
表示基準別表１の５の５－１断熱等性能等級に係る評価が等級４であって，かつ，同表の５の５
－２一次エネルギー消費量等級に係る評価が等級５であることを証するものに限る。以下この条
において同じ。）の写しの提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定め
る額 

  ア 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。以下この条
において同じ。） ４，８００円 

  イ 非住宅部分を有しない共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をい
う。以下この条において同じ。） 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの                          ９，７００円 
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   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２０，８００円 
   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

４６，５００円 
   (ｴ) ５，０００平方メートル以上のもの                    ８３，４００円 
  ウ 非住宅建築物（非住宅部分のみにより構成される建築物をいう。以下この条において同じ。） 

床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの                          ９，７００円 
   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２７，８００円 
   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

８３，４００円 
   (ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

１３２，０００円 
   (ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 

 １６６，０００円 
   (ｶ) ２５，０００平方メートル以上のもの                ２０８，０００円 

エ 複合建築物（非住宅部分を有する共同住宅等をいう。以下この条において同
じ。） 住宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額と非住宅部分の床面積の区分に応じ
たウに定める額を合算した額 

 (2) その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
  ア 一戸建ての住宅 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの                        ３５，４００円 
(ｲ) ２００平方メートル以上のもの                        ３９，６００円 

  イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの                        ７１，５００円 
   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 

                       １１９，０００円 
   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 

 ２０３，０００円 
   (ｴ) ５，０００平方メートル以上のもの                  ２９１，０００円 
  ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める 
    額 

ａ モデル建物法（建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業
省令・国土交通省令第１号。以下「基準省令」という。）に定める基準のうち規則で定
めるものをいう。以下このウにおいて同じ。）による場合  

９０，３００円 
ｂ 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下このウに

おいて同じ。）による場合                  ２３６，０００円 
   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 
ａ モデル建物法による場合                          １５１，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ３８２，０００円 

   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，
それぞれ次に定める額 
ａ モデル建物法による場合                          ２４５，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ５４５，０００円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応
じ，それぞれ次に定める額 
ａ モデル建物法による場合                          ３２０，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ６７２，０００円 

   (ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に
応じ，それぞれ次に定める額 
ａ モデル建物法による場合                          ３８５，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ７９４，０００円 

   (ｶ) ２５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 
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ａ モデル建物法による場合                          ４５１，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ９０６，０００円 

エ 複合建築物 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 
   (ｱ) モデル建物法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう｡）による場合 住

宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額と非住宅部分の床面積の区分に応じたウに定
める額を合算した額 

   (ｲ) 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう｡）による場合 住
宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額と非住宅部分の床面積の区分に応じたウに定
める額を合算した額 

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条第２項の規定による申出がある場合
の同条第１項の規定による建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に対する審査手数料
の額は，前項に定める額と当該申請に係る建築物について第３条又は第４条に定める額を合算した
額とする。 

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３１条第１項の規定による認定建築物エネ
ルギー消費性能向上計画（同法第３２条に規定する認定建築物エネルギー消費性能向上計画をいう。
以下この条において同じ。）の変更の認定の申請に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区
分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条第１項第１号に掲げる基準に係る
部分の認定建築物エネルギー消費性能向上計画の変更について，登録建築物調査機関若しくは登
録住宅性能評価機関が交付する適合証（当該変更の内容が同号に掲げる基準に適合していること
を証する書類をいう。）又は登録住宅性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書の写しの提出
がない場合 第１項第２号に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ当該手数料の額の２分の１に
相当する額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

 (2) その他の場合 第１項第１号に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ当該手数料の額の２分の
１に相当する額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

４ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３１条第２項において準用する同法第３０
条第２項の規定による申出がある場合の同法第３１条第１項の規定による認定建築物エネルギー
消費性能向上計画の変更の認定の申請に対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係
る建築物についての計画の変更に対する第３条又は第４条に定める額を合算した額とする。 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３６条第２項の規定による建築物エネルギ
ー消費性能基準（同法第２条第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準をいう。以下この項
において同じ。）に適合している旨の認定の申請に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区
分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 登録建築物調査機関若しくは登録住宅性能評価機関が交付する適合証（当該申請に係る建築物
が建築物エネルギー消費性能基準に適合していることを証する書類をいう。）又は規則で定める
書類の提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ア 一戸建ての住宅                                          ４，８００円 
イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの                          ９，７００円 
   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２０，８００円 
   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

４６，５００円 
   (ｴ) ５，０００平方メートル以上のもの                    ８３，４００円 
  ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの                          ９，７００円 
   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２７，８００円 
   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

８３，４００円 
   (ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 

 １３２，０００円 
   (ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

１６６，０００円 
   (ｶ) ２５，０００平方メートル以上のもの                ２０８，０００円 

エ 複合建築物 住宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額と非住宅部分の床面積に応じ
たウに定める額を合算した額 
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 (2) その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
  ア 一戸建ての住宅 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める 
    額 

ａ 仕様基準（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下同
じ。）による場合                                    １８，０００円 

ｂ 性能基準（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下このア及びイ
において同じ。）による場合                  ３５，４００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める 
    額 

ａ 仕様基準による場合                                １９，４００円 
ｂ 性能基準による場合                                ３９，６００円 

  イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
 (ｱ) ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ 仕様基準による場合                                ３４，０００円 
ｂ 性能基準による場合                                ７１，５００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，
それぞれ次に定める額 
ａ 仕様基準による場合                                ５９，０００円 
ｂ 性能基準による場合                              １１９，０００円 

 (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，
それぞれ次に定める額 
ａ 仕様基準による場合                              １０７，０００円 
ｂ 性能基準による場合                              ２０３，０００円 

 (ｴ) ５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ａ 仕様基準による場合                              １６１，０００円 
ｂ 性能基準による場合                              ２９１，０００円 

  ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
 (ｱ) ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める 

    額 
ａ モデル建物法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下このウに

おいて同じ。）による場合                    ９０，３００円 
ｂ 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下このウに

おいて同じ。）による場合                  ２３６，０００円 
 (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 
ａ モデル建物法による場合                          １５１，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ３８２，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応
じ，それぞれ次に定める額 
ａ モデル建物法による場合                          ２４５，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ５４５，０００円 

 (ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応
じ，それぞれ次に定める額 
ａ モデル建物法による場合                          ３２０，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ６７２，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分
に応じ，それぞれ次に定める額 
ａ モデル建物法による場合                          ３８５，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ７９４，０００円 

   (ｶ) ２５，０００平方メートル以上のもの 
ａ モデル建物法による場合                          ４５１，０００円 
ｂ 標準入力法等による場合                          ９０６，０００円 

エ 複合建築物 仕様基準又は性能基準（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをい
う。）による住宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額とモデル建物
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法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。）又は標準入力法等
（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。）による非住宅部分の床面積の区分
に応じたウに定める額を合算した額 

（納付時期） 
第１４条 手数料は，申請のとき納付しなければならない。 

（手数料の不還付） 
第１５条 既納の手数料は，還付しない。 

（手数料の減免） 
第１６条 市長は，公益上必要と認めるとき又は災害その他特別の理由があると認めるときは，規則

で定めるところにより，第３条から第８条までに規定する手数料を減額し，又は免除することがで
きる。 
（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 
附 則 

１ この条例は，平成１２年４月１日から施行する。 
２ 平成１１年４月３０日以前に確認の申請がされた建築物，建築設備及び工作物については，第５

条及び第６条の規定は適用しない。 
附 則（平成１５年市条例第６号） 

この条例は，公布の日から施行する。 
附 則（平成１８年市条例第９号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の第７条第１項第２号の規定は，平成１８年１０月１日
以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（平成１９年市条例第２４号） 
この条例は，建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律（平成１８年

法律第９１号）の施行の日から施行する。 
附 則（平成１９年市条例第６０号） 

この条例中第１条の規定は規則で定める日から，第２条の規定は平成１９年１１月３０日から施行
する。 

（参考 平成１９年市規則第３４４号で第１条の規定は公布の日から施行） 
附 則（平成２１年市条例第３２号） 

この条例は，平成２１年６月４日から施行する。ただし，第９条第１項第３８号の改正規定は，公
布の日から施行する。 

附 則（平成２２年市条例第１８号） 
この条例は，平成２２年４月１日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，

同日以後の申請に係るものについて適用する。 
附 則（平成２２年市条例第６１号） 

この条例は，平成２３年４月１日から施行する。 
附 則（平成２５年市条例第１９号） 

この条例は，平成２５年４月１日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，
同日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（平成２７年市条例第５５号） 
この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，同日以後の

申請に係るものについて適用する。 
附 則（平成２８年市条例第４３号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，同日以後
の申請に係るものについて適用する。 
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○岡山市建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則 

平成 14 年 5 月 29 日 

市規則第 113 号 

（趣旨） 

第１条 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号。

以下「法」という。）の施行については、建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律施行令（平成１２年政令第４９５号）、特定建設資材に係る分別解体等に関

する省令（平成１４年国土交通省令第１７号。以下「省令」という。）、建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律施行規則（平成１４年国土交通省・環境省

令第１号）に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

（届出書等の添付図書及び提出部数） 

第２条 法第１０条に規定する届出は、省令第２条に定めるもののほか、工事の場所を

明示した位置図を添付して行うものとする。 

２  法第１０条第１項又は第２項の規定により、市長に届け出る届出書（添付書類を

含む。）又は変更届出書（添付書類を含む。）の部数は、正本及び副本各１通とす

る。 

（通知書の書式及び提出部数） 

第３条 法第１１条に規定する通知の書式は、様式第１号のとおりとする。 

２   法第１１条の規定により、市長に通知する通知書（添付書類を含む。）の部数は、

正本及び副本各１通とする。 

（身分証明書） 

第４条 法第４３条第２項に規定する身分を示す証明書は、様式第２号のとおりとする。 

  附則 

  この規則は、平成１４年５月３０日から施行する。 

 ＊様式省略 
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